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1 .はじめに一課題
本稿では， 1950年代前半に激化した只見川上流域の大規模な未開発電源
の帰属をめぐる地域間対立の顛末をみるが，この作業によって，とくに
1950年の「国土総合開発法」の成立によってスター卜した「特定地域」総
合開発事業が，東北開発史上画期的意義を有していた「東北開発三法」
(1957年)に結実していく， 1950年代半ばからの東北振興運動の盛り上が
りとどのような関連があったかという点の解明に主眼を置いている。
この点について，渡辺男二郎は「特定地域の総花的指定の中にあって，
其の重点的効果も予期通り期待できなくなると東北地方に於いても漸く別
の動きによる東北開発の行き方が叫ばれてきたJ1)と述べている。確か
に，戦後の国土総合開発の構想時において，いずれも東北地方に属する只
見川流域と北上川流域が全国の重点的開発候補地として，すなわち「特定
地域Jとしてリストアップされていたにもかかわらず，後に19地域が国の
指定(第l次)を受けたことからすれば，東北住民がこのような展開に大
きな失望感を抱き， i別の動きによる東北開発の行き方」を模索したとし
ても不思議ではなL、。しかしながら，只見川流域にせよ，北上川流域にせ
よ，実際の開発推進過程においては他地域よりも事業遂行の優先順位が高
く，また事業予算も当初通り投下されたことに鑑みれば，これらの地域の
「重点的効果が予期通り期待できなくな」ったとは必ずしも言えないので
あり，したがって「特定地域の総花的指定」だけでこのような動きが台頭
してきた根拠を説明することにはやはり無理があるように思われる。むし
ろ，筆者としては， i特定地域J総合開発事業の推進過程において東北地
方のイニシアティプの喪失や開発利益の他地域への「漏出」が顕在化した
ことが， i別の動きによる東北開発の行き方」を台頭させたヨリ本質的な
原因ではなかったかと思われ，そしてこれらのことが明確に表われたのが，
「特定地域」のシンボル的存在であった只見川流域における未開発電源を
1 ) 渡辺男二郎著『東北開発の展開とその資料J(1965年1月)， 94ペー ジ。
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めぐる地域間対立，とりわけ関東対東北地方の対立ではなかったかと思わ
れるのである。
そして，このような問題意識・視点から上記の作業を行なってみること
は，同時に， r特定地域」総合開発事業段階における地域開発の「日本的
特殊性J，すなわち「理念としての地域開発と現実の地域開発との分裂と
背反J2)がどのように表れていたかという問題を検証してみることにも
なるように思われる。というのは，只見川流域の開発事業は， r日本のT
VAJといわれたように，アメリカで1930年代前半にニューディール政策
の一環として採用されその後大きな実績をあげていたTVAをそデルとし
ており，多目的ダムの建設による河川流域諸資源の総合的活用， r草の根
民主主義」とし、う言葉に象徴される開発推進過程における地域主導性，開
発利益の地元還元などを基本理念に掲げてスタートしたにもかかわらず，
朝鮮戦争の勃発 (1950年)を契機に大都市部工業が急速な復興を遂げる中，
それに当面必要な資源の開発事業(とくに電源開発事業)に一面化されて
いったからである九このような開発事業の変質に対して，当初の基本理
念通りの開発推進を希求していた地元住民が強く反発したことが，地域間
対立を一層激化させたと考えられる。
以下の展開は次の通りである。 Eでは，本論であるE以下に先立ち，二
つの作業を行う。一つは，只見川流域の開発が国土総合開発政策の中でど
のような位置を占めていたかをみるために，政府諸機関の動き中心に， r国
土総合開発法Jの成立とそれに続く「特定地域」の指定(第1次)の過程
を概観することである。もう一つは，只見川上流域の未開発電源をめぐる
関東対東北地方の対立が激化した理由・根拠を明らかにしておくために，
東北地方がこの流域の未開発電源にどのような期待をいだいていたかを概
2) 川島哲郎「高度成長期の地域開発政策J(f講座・日本資本主義発達史論
VJ第7章，日本評論社， 1969年2月)， 311ベー ジ。
3) この過程については，前に拙稿 (f戦後日本における地域開発の展開ー
東北地方に即してJ，星埜惇・河相一成編『地続再構成の展望』第3章，中
央法規出版， 1991年1月， 57-59ペー ジ)において紫描したことがあるが，
本稿において一層具体的に検討してみることを意図している。
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観することである。 Eでは，只見川流域の未開発電源が，福島県・東北地
方の反発にもかかわらず，関東に有利に帰属していくプロセスを辿ってみ
る。 Wでは，只見川上流の電源開発方式をめぐる“本流案"(福島県)と“分
流案"(新潟県)の対立の経緯を辿りつつ，この対立が激化していった根拠
を明確にする。 Vでは，只見川流域における大規模電源開発の矛盾が東北
地方にどのようなかたちで転嫁されていったかを，ダム建設予定地の住民
に対する補償問題， r下流増益還元問題J，電力配分問題のケースからみる。
最後に百では，以上の検討の要約を行い，今後の課題について述べる。
尚，以下の記述においては，当時の地元新聞の記事を多用した。東北地
方の対応を，これまで取り上げられなかった事実にも注目しつつ，可能な
限りリアルに再現してみたかったからである代
l.只見川上流域における電源帰属問題激化の背景
1 .国土総合開発政策始動時の動向
( 1) r国土総合開発法Jの成立と「特定地域J(第1次)の指定5)
1931年9月のいわゆる満州事変に端を発し，その後延々と続いた戦争は，
1945年8月，日本のポツダム宣言受諾(無条件降伏)をもって終結した。
終戦直後の国土をみると，大都市のほとんどが空襲を受けて焼け野原にな
り，農村も基幹労働力が徴兵されたことや各種資源の濫用の結果として荒
廃状態にあった。そしてこのような状態の中で，膨大な求職者(復員軍人・
海外からの引揚げ者約910万人，軍需工場からの離職者約400万人)が発生
4 ) とくに「河北新報」と「福島民友」である。後者は，松阪清作編著『電力
県ふくしまー県民総参加の記録J(福島民友社， 1973年3月)に収録され
ているものを利用した。
5 ) 固による「特定地域」の指定は，第1次(1951年12月4日……19地域)， 
4 
第2次(1957年10月15日……3地域)にわたって行なわれた。以下では特別
断らない限り，第1次である。
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し，極端な物資・食糧不足が顕著になった。かくして緊急に解決しなけれ
ばならない課題は，飢餓状況にある国民の食糧確保，就業機会の創出，戦
災都市の復旧，農山村の復興等々山積していた。むろんこのような課題
には，敗戦による広大な植民地と海外市場の喪失とし、う結果を踏まえて，
「圏内資源の徹底的且つ合理的な開発J6)によって対応してし、かなけれ
ばならなかった。
このような状況を背景とする圏内資源開発の構想は，アメリカの占領政
策に左右されながらも，政府の諸機関によって着手され，そして徐々にか
たちを整え， 1950年5月の「国土総合開発法」で体系化されていった。
この法律は14条から成っている。特徴的な点をいくつかあげてみると，
第1に，第 1条で「国土の自然的条件を考慮して，経済・社会・文化等に
関する施策の総合的見地から，国土を総合的に利用し，開発し及び保全し，
並びに産業立地の適正化を図り，あわせて，社会福祉の向上に資すること
を目的とするJとしていることである。戦前の国土計画が「国防国家態勢
ノ強化ヲ図ルヲ目標トシテJ(1940年に策定された「国土計画設定要綱J)
いたことなどを考慮すれば， r社会福祉の向上」のために国土を総合的に
活用しようとする基本姿勢を明確に打ち出したことは，やはり画期的なこ
とであった。
第2に，第2条で，総合開発計画を，全国，地方(プロック)，都府県， r特
定地域」の四つ作成すべきことを指示していることである。 4種類の「合
理的な計画体系のもとに総合計画が進められるJ7)ことが期待された。
第3に，第10条で， r特定地域Jの指定対象地域として，①資源の開発
が十分に行われていない地域，②特に災害の防除を必要とする地域，③都
市及びこれに隣接する諸地域で特別の建設もしくは整備を必要とする地
域，の三つを設定していることである。重点的開発地域の範囲を，資源賦
6) 鹿野義夫編『公共事業一戦後の予算と事業の全貌J(港出版合作社，1955年
3月)， 559ページ。
7) 地続開発研究所監修『新国土開発年鑑・ 1973年版J(経済評論社， 1973年
5月)， 446ページ。
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存地域のみでなく，都市部などまで広げていることが注司される。
第4に，同じく第10条で， r特定地域jの指定にあたって「経済安定本
部総務長官と建設大臣の協議によって特に必要と認めて要請した場合，内
閣総理大臣は国土総合開発審議会に諮問し，その報告に基づいて，当該地
域を特定地域として開発目標を指示し指定するJとしていることである。
すなわち， r特定地域Jの事実上の指定権限を経済安定本部と建設省に与
えたことである。
そして，この法律に基づいて，法律成立から約1年半後の1951年12月，
全国の19地域が重点的開発推進地域としての「特定地域Jに指定された(図
-1 )。只見川流域も含めて，ほとんどが山村部の河川流域であった。こ
6 
国-1 r特定地域J(第1次指定}一覧
(資料)鹿野義夫掘『公共事業一戦後の予算と事
業の全貌J(港出版合作社， 1955年3月)， 
560ベージ。
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表-1r特定地域J(第1次指定}の概要
地名|関係都県名|面積|人口|金量| 主要目標
?
????? ??〈?
?? ??。
???????????????
??
??????????????????????? ?? ???? ?? ??
?
?
?
????
?? ???? ?? ??方符 I ^ I人/:市符
1.8421 58.7781 31 1林業・河水統制(農業・発電)
2.339 1 185.056 1 79 1国土保全・農業・発電
12.196 1 1.588.284 1 130 1国土保全・農業・発電
3.774 1 132.096 1 35 1発電・林業
16.841 1 6.401. 152 1 370 1国土保全・農業・発電
5.298 1 865.308 1 163 1発電・国土保全
2.182 1 413.995 1190 1農業・水産業
i.829 1 1.749. 958 1 224 1発電・農業・林業
12.191 1 3.993.976 1 332 1農業・発電・国土保全
4. 909 1 296. 520 1 60 1発電・林業・農業
3.758 1 742.660 1 198 1鹿梁・国土保全
1.1431 56.5131 491発電・林業
1. 883 1 453.893 1 241 1河水統制(発電・工業)
1. 7241 211.66511231発電・林業
4.560 I 629.239 I 138 I発電・国土保全・水産業
2.256 I 1.956. 056 I 869 I工鉱業立地条件整備・国土保全(鉱害)
2.585 I 261. 838 1 101 1農業
4.8031 787.61711641国土保全
703 I 60.3761 861社会福祉向上・水産業
92.816 I 20.844.980 I 222 
289.984 I 76.195.846 I 262 
32.1% 1 27.3% 
の19地域の事業計画の内容(主要目標)は表一 1の通りである。発電事業
が大半の地域に盛り込まれていることが大きな特徴である。
ところで，このようなかたちでスタートした国土総合開発事業を，上述
した法律の諸特徴と照らし合せてみると，幾分ズレがあることに気づく。
例えば，同法第2条で四つの総合開発計画の作成を指示していたのに.i特
定地域」の総合開発計画のみが作成され，この開発事業のみが開始された
こと，また第10条で「特定地域」の指定範囲には都市部なども含まれてい
たのに，山村部の河川地域のみが取り上げられたこと，さらに同法の基本
が総合開発の推進に置かれていたのに，電源開発事業が重視されたことな
??? 7 
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どである。このような展開になったのはなぜだろうか。その理由を明確に
するためには， r国土総合開発法」の制定時や「特定地域」の指定時の動
向，とりわけそれらに深く関与した諸機関の思惑や具体的対応に立ち入っ
てみる必要があろう。というのも， r国土総合開発法」制定時においても，
「法案の取扱いをめぐって相当の曲折があったJ8)といわれ，諸機関の
間でかなり激しい対立があったことが窺われるからである。
( 2 )経済安定本部と建設省の対応
よく知られているように， r国土総合開発法」の制定と「特定地域Jの
指定に大きな影響を与えたのは，経済安定本部と建設省であった。両機関
の「特定地域」の指定時までの動き一建設省については前身機関の動き
も含めてーーを整理してみると，表-2の通りである。
経済安定本部の対応からみよう。 1946年8月，経済復興に際して重要経
済施策の企画立案や諸省聞の総合調整を行う中枢組織として設立された問
機関は， 47年5月には「官民の優秀な頭脳を集中し，これをGHQの強力
なるパックアップの下に，経済参謀本部としての強力なる権限をもっ機関J9) 
とするために大幅な機構改革を行ったが，その際総理府に設置された国土
計画審議会の事務を担当することになり，これを機に国土計画・地方計画
の策定や開発政策推進の主導権を揮った1OL このような経緯から， 1949年
に入り開発法制定の機運が起こると，問機関がどのような方針を持ってい
るかがまず注目された。
では経済安定本部はどのような方針を持っていたのか。当時問機関に所
属していた財前直方の，あるシンポジウムにおける「証言」にその手懸か
8) 向上， 17ベー ジ。
9) 経済企画庁・戦後経務史編纂室編『戦後経済史(総観編)J(1957年3月)， 
116ベー ジ。
10) この経緯の詳細については，佐藤竺著『日本の地域開発J(未来社， 1965 
年9月)， 43-45ページを彦照されたい。
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表-2 経済安定本部と産設省の動き
s! a 司5
~:月
1945: 91内郡省国土局が『国土計画11本方針Jを指示
1 I明橿化
121悶土局長が「国土計画量生に地方針画策定に関する件J
をJt方長官あてに宛する
l帥化
1946: 91 r復興国土t嗣!II!鋼J
l ↓指針として
1947: 31 r池方針回慨定畠本I!鋼J{験後初の地方計画の体
系的始動文白}を指示
内閣銘理大医の所館下に「国土Z十回審E員会Jが段立
『後に内D省は国土計画に対する主iJJ抱を夜
121内窃省防止
ω48・11旧内D省国土局と磁災復興院が統合『建俊民のlH'l
特殊絶銀関Jeに予>>鎗置を，.ずる努力
l各県に計画飢定の1&向
20府県{鈴亀綬}が特殊池島Eへの指定を希包
1949: 1m段省 {48.7 皇室殴錠から昇俗)It.m合開発法{=
特定地Wl!Je方式)の提起により.14地緩 {(18J
特定地銭}について鉛合開局事象m査
経済安定本館
年;J ; 
1946: 8: GHQの強いtl!求により.外窃省2院を中心とした傍
. .成により日本経際再建のため段位(鉛思府外局}さ
:れる.既存工築地帯fJJ;tI!のため償源開先計画に鋭程
. .努力
1947; 5; 1年間の時限法により綬置されていたが.GHQのは!?恥O倒的醐叶問で陣容駄
:国土計画の策定は安本建段局の所管へと修行
: 12: 資源寮員会段置{俊飽:長官に経済世~~主計画に必要
:なti告 ollJ告を行なう}
1蛸. .奥肌電源開発計画を問4 立法化の開
: 5: ra務復興計画鰐1次IitI1Jを公表=鐙済再建計画
:のAt初の成果
:Jl:奥只見のみの附峨開発拭に~tJ:1IIを加える←
:7イオy台風による北上川流血量の彼災が社会開館
1949: 4: ras町復興五カ年計画Jの支柱として『電源開Jelt
. .函』を策定
: 6:e理府外局からはずされ.!k立自慢関となる
|齢国土開発審鴎会が聞きれ・齢開発蹴
のための審磁を開始
Jl:節目回会合で「回土計画法策関飼」をえる
19ぬ:5: r国土飴合開発法Jが公布施行
1951! 1・『自立経済』計画を策定→電力3カ年計闘が含まれ
る
10: r電源開宛5カ年計画Jを公茨
~3: !tm図審鼠会で特定勉厳fIj定のBillflが決定←42lJ府
:県 (51池島主)が学手
: 12:ω地指定h~特定øの指定をうける
(資料)佐藤竺著『日本の地域開発J(未来社， 1965年9月)43-52ベー ジ， r福島県史』第14
巻998-1002ページ，岡田知弘著『日本資本主識と農村開発J(法都文化社， 1989年
6月)261-269ページ，などを参考にして作成。
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りを求めてみると，次のようである。
「戦後の日本経済が疲弊しておって，そいつを立て直すのに何が一番重
要かということで，食糧としろ問題もありましたが，エネルギーが足り
ないということが一番，議論の中心となったわけです。とにかく当時は
毎晩停電騒ぎで蝋燭と小さな畜電機で明りをとっていた時代でどうやっ
てエネルギーを確保するかということを，何とか練り上げようじゃない
かということであったと思います。それにはTVA構想を日本に入れる
ことが一番L、L、んじゃないか， しかも日本を復興させる場合，まず最初
にやらなければならないのは，東京を中心とした京浜地帯の復興だとい
うことだったのです。そこで，京浜地方ヘエネルギーを供給するという
ことのためには，地理的に近い只見川の開発ということが有力な案とし
て浮かんで来たわけです。・…・・とにかく只見川のほかにわれわれの開発
の対象はないという恰好で議論を進めていったわけですJ11)0 
みられるように，ここでは，当時，問機関が，日本経済の復興を効果的
に進めるにあたって，当時需要が急増していた水力電力エネルギーの確保
に重点をおき，また国土上では「京浜」地区の復興を重視し，そのために
只見川流域開発に注目していたことが主張されている。
このような方針を問機関が打ち出した事情をもう少し整理してみること
にしよう。
まず，日本経済復興のために水力電力エネルギーの確保を重視したこと
について。それは，一つには，終戦時における圏内のエネルギー資源の制
約から，経済復興に当面動員可能なものが電力だったことによる。圏内資
源の終戦時の状況をみると，森林資源は，戦時中の濫伐・過伐の結果， 1938 
年の90.8石から約60石に，比率にして約72%に減少し，しかもその中で伐
採可能なものがわずか33石に過ぎないと推定されていた。また石炭は，埋
蔵量約164トン，圏内自給率92%と推定され比較的豊富であったものの，
産業用向けの良質炭(強粘結炭)が非常に不足しており，経済復興に際し
1) 平記念事業会編『東北開発の歴史と展望J(1973年 1月)， 108ページ。
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て過大な期待をかけられない状況にあった12L こうした中で「ただ唯一の
資源は，いうまでもなく水力電気であり，その包蔵水力は約2000万キロワ
ットといわれ，終戦時の設備能力623万キロワットを基準にとると，なお，
約2倍の電力が未開発のままになっていると推定されたJ13)0 こうして，
経済安定本部は，発足直後の1946年8月に「河川総合調査協議会Jを設置
し只見川流域を含む全国のいくつかの大規模河川における電源開発の可
能性についての調査に乗り出した14L
もう一つには，終戦直後から発生した「電力危機」が，当時問機関が打
ち出した重点的経済政策のネックになっていたことによる。終戦後間もな
く，石炭，石油，ガス，薪炭といったエネルギー資源が枯渇状態にある中
で，それらに代わるものとして電力が注目され，生活分野では，電熱器，
電気ボイラーの使用の氾濫，また生産分野では，鉄鋼・製鉄産業における
電気炉の使用，肥料製造産業におけるガス法から電解法への転換，電気製
塩など新たな電力依存産業の登場が顕著になり15)，電力需要はし、わばうな
ぎ登りに増大していった(図一 2参照)。こうして，戦災を受けず戦時中
の稼働能力を温存していた水力電力もたちまち供給不足に陥り，生活・生
産分野てe大きな混乱が生じた。「電力危機」の発生である。
この「電力危機jの発生て特に大きな問題となったのは，当時経済安定
本部が採用していた「傾斜生産方式」の中軸に位置する産業であった鉄鋼
関連産業へのダメージが大きかったことである。 1946年第4・4半期の状
況をみると，鉄鋼産業においては，生産計画に対する実績が，銑鉄で72.0
%，普通鋼鋼材(二次製品を含む)で76.0%にとどまり 16)，さらにこれら
の関連産業の落ち込みもひどく，それ故， rかように関連産業が打撃を蒙
ったことは，延いては傾斜生産そのものに打撃を与えることとなり，陸路
12) 経済企画庁・戦後経済史編纂室編，前掲， 12ペー ジ。
13) 向上， 13ペー ジ。
14) 松阪清作編著，前掲， 27ペー ジ。
15) 栗原東洋編『現代日本産業発達史 E 電力J(交詞社出版局， 1964年1
月)， 362ペー ジ。
16) 経済企画庁・戦後経済史編纂室編，前掲， 89ペー ジ。
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図ー 2 終戦直後の電力開要の趨傍
(資料)公益事業委員会事務局需給課偏『電力事業再鑓成
後における電力需給の全貌J(1951年4月)， 210ペー
ジより作成。
打開の手がかりさえ，失われるかの段階に落ち入り，復興はついに行詰ま
りの状態に直面したJ17)のである。また， 1947年に入っても同様な状況
が続いた18L したがって，このような事態を打開する故本的対策としては
大規模水力発電所の建設，それもダム式(貯水池式)の発電所の建設が必
要であった。こうして同機関は， 1947年10月に作成した「電力需給計画大
網」の中で， i今後の電流拡充は水力を主としとくに渇水時の供給対策と
して大貯水池発電所の開発に重点」をおく方針を固めていたのである叫
尚，この「電力危機」の打開策としては，当然火力発電所の整備も考え
17) 向上， 91ペー ジ。
18) 少し具体的にみると， r電力割当の実施に入った昭和22年度第4・4半期
は供給力における火力発電用石炭の不足と，渇水による水力発電所の出力減
退と需要面における燃料の総合対策の不円滑とにより，十分な安定を図りえ
ず，産業面では，特に大口電力使用者中では鉄鋼関係の産業に打撃を与え，
小口電力使用者は操業不能な工場多く，更に割当を超過して連夜，緊急停電
を受けた過程も多く……J(公益事業委員会事務局需給課編『電力事業再編
成後における電力需給の全貌J，1951年4月， 7ペー ジ)とL、う状況であった。
19) r河北新報J1947年10月20日。このような状況への対応として，政府は，1947
12 
年8月，それまでの鉄鋼と石炭を基軸にした「傾斜生産方式」に，電力も加
えた。石炭だけでは鉄鋼が必要とするエネルギーをカバーしきれなかったの
である。
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られるわけであるが，実際には多くを期待できない状況にあった。火力発
電所は，戦時中の酷使により圏内全発電所全体の約6割が発電不能の状態
にあり，さらに発電可能なものでも慢性的ともいえる石炭不足によりフル
稼働が困難な状態にあり20)，かてて加えて，戦後の賠償を規定したポーレー
報告によって，最も優秀な20カ所発電所，発電能力にして137万キロワッ
トを撤去する方針が打ち出されていたからである21L
そして， 1949年中頃になると，経済政策の基本が，経済安定9原則(1948
年12月)とその徹底をめざしたドッジ・プランの路線上で，企業合理化を
通じて工業の国際競争力を強化すること，とりわけ鉄鋼・機械等の重化学
工業を輸出産業として育成することにおかれると，電力は，それらの産業
のエネルギー供給部門として一層大きな位置づけ・役割を与えられた。ま
すます大規模水力電源開発の必要性が増大したわけである22L
20) 発電用の石炭の要請量に対する実際の受入量は， 1945年度が134億4千ト
ンに対して58億3千トン， 46年度が284億9千トンに対して85億5千トン，
47年度(上期)が149億5千万トンに対して69低3千万ト γであり，常に要
請量のわずか3-4割しか入手できない状況にあった(栗原東洋編，前掲，
361ベー ジ参照)。
21) 有沢広巴監修『日本産業百年史下J(日本経済新聞社， 1967年5月)， 39 
ページ。
2) ドッジ・ラインと総称される経済安定9原則一ドッジ・プランが重視され
た背景には， r冷戦Jの激化の中で，アメリカが，インフレの克服と単一為
替レートの設定を通して日本を IMF体制に組込み，アメりカの援助なし
に国際収支を均衡させ， r自立」再生産軌道を確立させることによって，ア
ジアにおける反共の拠点を形成しようとするねらいがあった。そのために，
鉄鋼・機械等の重化学工業を基幹産業かつ輸出産業として育成する施策が
重視された(二瓶敏「戦後日本資本主義の諸画期J，r講座・今日の日本資
本主義 2J第2章，大月脅庖， 1981年11月， 57-60ペー ジ参照)。そして，
それらの産業へのエネルギー供給源として大規模な水力電源開発が目指さ
れたのであるが，そこにおいては，次のようなアメリカと日本の思惑があ
ったことも君過してはならないだろう。
r9原則とドッジラインの想定する日本経済安定の路線はとりもなおさず
アメリカ資本にとって，有利な投資市場を創設する道に通ずるものであっ
た。/資本蓄積に乏しい日本の経済計画の立案担当者にとって，それまでの
米国の直接的援助が取り払われ，資本不足をコマーシャルベースでの外資
借款でまかなわねばならぬと知ったとき，おそらく何よりも有力にしてノ
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次に，国土上で「京浜」地区の復興を重視したことについて。その理由
は，何よりも，この地区を含む大都市の工業が，空襲による爆撃によって
大きな被害を蒙ったとはし、え，終戦時においてなおかなりの生産能力を保
持していたことである。終戦時の工業の生産能力に関しては，ある文献で
は，我が圏全体では「戦時中，国民の耐乏生活と海外からの略奪とによっ
て強力な資本蓄積と生産増強が行われたのであるから，砲爆撃による甚大
な被害をさしひいても，なおかつ敗戦時の残存設備能力は，戦前水準のそ
れよりも大きかったのが実相Jであり， 1937年を100として終戦直後の残
存設備能力をみると， i銑鉄186.7，工作機械245.4，アルミニウム758.8と
いうように，軍需生産の主体となった重化学部門は，かえって，はるかに
戦前を上回っている」状態にあったことが指摘されている23Lそして，こ
のような工業生産能力の大半は4大工業地帯に存在していたのであるo こ
のことは，時期が多少後になるが， 1950年において， 4大工業地帯を抱え
る都府県(東京都・神奈川県，愛知県，大阪府・兵庫県，福岡県)の工業
の全国に占める割合が，事業所数で61.5% (1936年69.4%)，従業者数で67.
2% (同71.3%)，出荷額で73.1%(同79.5%)であったことでも理解しう
るであろう 24L 中でも「京浜」工業地帯を抱える東京都・神奈川県の工業
14 
、効果的な受け入れ部門として電力が思いうかんだに相違なし、。/自立経済
計画にあらわれた石炭から電力への徴妙なエネルギーベースの転換は， ド
ッジ構想、下の経済自立を『援助』にとってかわる『外資』を支えとして達
成しようとする意図が端緒的に顔をのぞかせたにすぎなかったJ(栗原東
洋編，前掲， 395ページ，以上の引用文中の/は引用者が付した改行印)。
尚，経済安定本部が電源開発を重視する姿勢を一段と強めたことは， 1948 
年4月に問機関が策定したr経済復興5カ年計画』において今後の最重要課
題として「電源開発」をあげたことにあらわれていた。またI 1950年6月に
策定した「自立経済達成のための2カ年計画では，昭和27年の発電量を401
億キロワット時に引き上げた。これは昭和24年の経済復興計画における目標
379億キロワット時に対しl割近い増加で，このとき出炭量を4400万トンか
ら4200万トンに縮小したのと対照すれば，エネルギー開発が石炭から電力へ
と重心を移していたがうかがわれようJ(有沢広巳監修，前掲I 40-41ベー
ジ)。このように，経済安定本部は，重工業をはじめとする諸産業のエネル
ギー基盤の比重を石炭から電力に移しており，そのためにも大規模電源開発
を早期に推進する必要があったのである。
-64 -
復興期における只見川電源帰属問題と東北開発(上)
生産能力は，大阪府・兵庫県と並んで大きかった25L したがって，経済安
定本部は，とくにこの地域の工業力の立て直しこそ日本経済復興の近道だ
と判断し，すなわち前述の財前の発言にみられるように， r日本を復興さ
せる場合，まず最初にやらなければならないのは，東京を中心とした京浜
地帯の復興」だと判断し，この地域の工業のエネルギー資源の確保のため
に，この地域と「地理的に近い只見川の開発」に目を向けたのである。
因みに，このようにしてクローズアップされた只見川(正確には只見川
一阿賀川一阿賀野川)は，確かに，流路が272kmと日本第2位の長さをも
ち，年間降水量が3千皿にも及び渇水の恐れがなく，しかも水源(尾瀬原)
と下流の落差が1600m以上もあったため，この流域への幾多の貯水式発電
所の建設可能性を秘めていたのである26)(参考までに， 1970年頃までの発
電所建設状況をみた図ー 3，4を掲げておくことにする)。
ところで，経済安定本部は，この只見川流域に加えて，北上川流域の開
発にも取り組もうとした。その理由は，終戦直後に相次いで襲来した台風
による被害が全国的に及び，治山治水対策を求める世論の高揚があったか
らであった。多くの地域の中から北上川流域がとりあげられたのは，台風
の被害がとくに大きく，例えば，キャサリン台風 (1947年秋)，アイオン
台風(1948年秋)によって死者700人以上，田畑被害面積1万ヘクタール
もの空前の被害が出て，財前直方の「証言」によれば「政治的にも北上JI
を無視することができなくなJったからである27L
ともあれ，以上で述べてきたような事情・背景から，問機関は，この二
24) これらの数値は，大河内一男編『京浜工業地帯の産業構造J(東京大学出
版会.1963年6月)， 50ペー ジ。
25) 尚，経済安定本部が日本経済の復興にあたって，国土の中で大都市部を重視
したのは，上述の理由に加えて，大都市部の工業の立ち直りが比較的早く，
また大都市部への工業の集中傾向がみられたからであった。例えば，産業用
電力需要の地域的分布の推移をみても， r戦後は戦時に比して一層，産業の
立地が都市周辺に集中され……甚だしく都市中心主義にある事実J(公益事
業委員会事務局需給課編，前掲， 2ページ)が確認されていた。
26) 松阪清作編著，前掲， 25ペー ジ。
27) 平記念事業会編，前掲.109ペー ジ。
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国一 3 .R見川流域概観図
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(注)0印は， 1970年頃までに只見川本流沿いに建設された発電所である。
(資料)松阪市作個著『電力県ふくしまー県民総参加の記録J(福島民友社， 1973年3月)， 186 
ページより作成。
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図-4 只見川流域縦断固
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(資料)同前， 196ペー ジ。
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つの流域をクローズアップし，これらを「特定地域」に指定することによ
って，その開発事業(只見川流域においては電源開発事業中心，北上川流
域においては治山治水事業中心)の推進を，制度的・資金的に保証すベく，
開発法の制定に臨んだのである。
ところで，ここでさらに言及しておきたいのは，問機関がこの二つの流
域の開発事業をTVAのモデル事業としていたことについてである。 GH
Q内のニューディーラーによって問機関(に設置された「資源委員会J)
に持ち込まれていたTVAとは28)，いうまでもなく TenesseeValley 
Authority(テネシー河域公社)の略語であるが，その開発手法及び理念は，
①河川流域への多目的ダムの建設によって資源の総合的開発を行うこと，
②責任が一元化した機関によって開発を推進すること，③開発推進過程に
おいて「草の根民主主義」を確立すること，であった29L注目すべきこと
は，このような開発手法及び理念が， f日本のTVAJとよばれた只見川
流域でも， fKVAJとよばれた北上川流域でトも“額面通り"に受け止め
られていたことである。すなわち，両地域においては，このような開発手
法及び理念に基づく開発の推進によって，やがてはテネシ一川流域のごと
き実績が生じるかのような期待が高まっていたのである30L例えば， 1952 
年5月26日の「福島民友Jに掲載された，当時福島県総合開発調査局長で
28) TVAの経済安定本部への導入経緯については，御厨貴「水資源開発と戦
後激策決定過程一昭和20年代-30年代-J(近代日本研究会『官僚制の
形成と展開J，山川出版社， 1986年1月)， 247-252ページ，及び岡田知弘著
『日本資本主義と農村開発J(法律文化社， 1989年6月)， 267ー 269ページを
参照されたい。
29) 宮本憲一著『経済大国.1(f昭和の歴史 10.s.小学館.1983年7月).116 
ページ。このような特徴は.D. E. リリエンソー ル著f'TVA総合開発の
歴史的実験一(原書第二版).!I(和田小六・和田昭訳.1979年10月〉にお
いて詳述されている。ただし TVAの特徴をこのようにとらえることは一
面的であるとする主張(小林健一 rTVAの成立とその2つの論理一電力
公営と地域計画一J(Ii'北海学園大学経済論集』第35巻第4号.1988年3月)
もある。もとより，ここには.TVAの内容の検討を行なう余裕はまったく
ない。ここでは，以下の若月の一文にみられるように，当時，我が国では，
TVAがこのような特徴をもつものとして受け取られていたとL、う事実に注
目したい。
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あった若月可直の rTVAと只見JIJと題する一文には，そのような期待
が率直に語られている。若月は，テネシーJI流域について「かつて山林が
濫伐されて年々洪水に見舞われ，田も畑も荒廃し，住民の半数以上が貧民
救済費を受けていたという最もみじめな生活をしていた地方が，十数年後
の今日では世界中で最も高い工業地帯に変わり，農林業が発達し，裕福な
文化生活を営んでいる楽園となった」とし、う認識から.r只見川の開発は，
テネシ-JIIの開発に似通っている点が少なくなし、」とし.r奥会津地方は
日本経済自立のために必要な重要資源の開発が十分に行われていないし
また国土保全のために設備をしたり，様々な総合開発をする必要があるの
で国土開発法によって内閣総理大臣から特定地域に指定されたのである。
このような施策が実施されれば，その効果が著しく期待される地方である
ので，テネシ一川の開発を模範として国も県も力をつくしており，着々と
その実現にむかいつつあるのである。この開発が完全に実現した暁には，
TVA以上の効果があらわれて，国を宮まし，日本の楽園となることはあ
えて夢ではないと思う」と述べている3lL しかしながら，これまでみてき
たように，只見川流域の開発事業は，問機関によって，最初から，電源開
発中心の事業として構想され，しかも発生電力の「京浜J地区への送電が
意図されていたから，上記のTVAの開発手法及び理念とは程遠いもので
あり，したがって開発地域住民のこのような期待に反する面をもったもの
であった。宮本憲ーが rTVAの思想に学ばずして，多目的ダムという技
術の導入にとどまったJ32)と指摘する所以である。
さて，話しを前に戻そう。経済安定本部の基本方針は以上のようであっ
たが，すでにみたように国の指定を受けた「特定地域」は19地域であった。
30) TV Aの実績についてごく簡単にみておくと.r開発着手して10年後には，
新設16を含め21のダムを管理下におき，テネシー川を上下する貨物は5倍強，
250万キロワットの水力発電所.1800の新しい工場. 1人当りの電力消費量
4倍などを実現したJ(東北開発株式会社『五十年の歩みJ.1990年1月.65 
ペー ジ)とされている。
31) この一文は，松坂清作編著，前掲.159-160ペー ジに収録されている。
32) 宮本憲一著『地域開発はこれでよいかJ(岩波書庖， 1973年1月).30ペー ジ。
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つまり，結果的には，問機関は，この方針を貫徹できなかったわけである。
いったい「特定地域」の指定時にどのようなことがおきたのか。財前直方
の「証言」によれば，次のような動きがあった。
「こうして国総法という一般法ができたわけですが，実際には只見川と
北上川を指定するという考えで進んだのです。しかしえらいことになっ
たのは農林省〔建設省の誤りー引用者〕が，確か・・…・終戦直後に指定
していた地域があるわけですJiそれがひとつ問題になったということ，
今度はそうしづ地域を指定するんだったらといって，その特定地域候補
が5，60も出てきちゃったわけです。それで私たちは，そんなベら棒な
ことがあるかということで大いに反対したんですJ33)0 
このように，ここでは，建設省が， i特定地域」の指定に際して，自ら
がそれまで関与してきた開発事業における重点的開発推進地域を「特定地
域」として認知させようとする姿勢を堅持したこと，そしてそのような動
きに誘発されて次々に「特定地域」候補が増えていったことが指摘されて
し、る。
では建設省が推進していた開発事業(そしてその中で指定していた地域)
とはどのようなものであったのか。またなぜ同省は， GHQの強大な権限
を後ろ盾とする経済安定本部の方針を覆すべく大きな力を持ちえたのか。
このような点を検討するにあたっては，われわれは，まず，建設省の前
々身である内務省国土局が取り組んでいた開発事業，とりわけその事業に
特徴的な開発手法をみてみることが好都合であろう。問機関が，建設院，
建設省とともに「国土計画派」とされ，それらの開発手法に共通性がみら
れ，そして経済安定本部の台頭以前に国土開発推進の主導権を揮っていた
ことから，建設省の開発手法をより純粋にみてとれるように思われるから
である。
それは，内務省国土局の終戦直後から1947年12月の同省廃止に至るまで
33) 平記念事業会編，前掲， 112ページ。文中の農林省が建設省の誤りである
ことは，このシンポジウムにおいて，財前自身も認めている。
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の次のような活動の中に示されているように思われる。第1に，国土計画
を策定したことである。 1945年9月に，つまり終戦1カ月後に「国土計画
基本方針」を発表したo それは，ポツダム宣言受諾後の「国土ノ自然的経
済的制約」の中で「平和的ナル産業」を発展させ「平和的通商」を行うこ
とによって「国民経済ノ充足」を図ってし、かなければならないことを宣言
したものであった刻。また 1年後の46年9月には，この方針を具体化した
「復興国土計画要綱Jを作成した35L第2に，府県が主体となって府県レ
ベルと地方レベルの計画を策定すべき方針を打ち出したことである。 1947
年3月には「戦後の地方計画の最初の体系的な策定指導文書Jといわれる
「地方計画策定基本要項」を発表したが，その中で「開発事業の総合運営
を期する」ために，府県が「国土計画の策定の構想に即応した各府県およ
び各地方の総合計画を樹立することJを指示していたのである36L問機関
のこのような姿勢は，国土計画を大前提にし，それに即して国が地方をリー
ドしていくとし、ぅ戦前来の姿勢を大きく転換させたものであり，それ故「戦
前からの伝統に縛られていた内務省も，この段階では明らかに民主化の影
響をうけ，地方自治体として再生する各府県を主体とする開発計画策定の
道を聞いたJ37)のである。また，この「地方計画策定基本要綱」に関し
て今一つ注目しなければならないのは，府県計画が，府県内の「特殊地域」
の事業計画を中心に策定されるべきことを指示していたことである。つま
34) 酉水孜郎編『資料・国土計画J(大明堂， 1975年3月)， 17ペー ジ。
35) この計画は，計画機関を「一応5年」とし，達成目標を，①国土の開発利
用の増進による生活領域の拡充，②食糧生産の増強，地方都市，産業振興に
よる経済力増強，③戦災都市，旧軍都・軍港ならびに振興工業都市等の振興
に関する基本方針の樹立，④鉄道，道路，港湾，電力，用水等に関する基本
的立地条件の整備，⑤失業問題解決に関する基本方策の樹立におき，それを
具体化すべく「農業配分計画J，r工業配分計画Jr人口配分計画」を掲げて
いる(東北開発株式会社，前掲， 116ベージ)。しかし，計画期間中における
内務省の廃止に伴い， rこの復興国土計画要綱は，たんに内務省の試案とし
てそれ以上の展開をみずに終わったJ(向上， 117ページ)のであり，後に策
定された「地方計画」の指針として置かれた以外には，大きな効力を発揮す
ることはなかった。
36) 佐藤竺著，前掲， 46ペー ジ。
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り，府県の開発事業は，具体的にはこの「特殊地域」開発事業を核にして
推進されることになっていたのであるo 第3に，府県レベルでの開発事業
に対する支援に実際的に乗り出したことである。 1947年4月に，問機関は，
いくつかの「特殊地域」を国の指定として資金面などでの支援措置を構ず
ベく， r特殊地域の総合開発事業計画要領」及び「実施要領」を発表した。
これに対しては，折からの府県知事公選などに象徴される地方自治運動の
動きと相まって，多くの府県において計画策定がなされ，国の地域指定を
受けようとする気運が起きた。こうした中，問機関はさしあたり 6カ所(栗
駒玉造地区，奥会津地区，伊豆島唄地区，能登地区，十津地区，南九州地
区)を指定したのである38L
このような一連の活動からわかるように，問機関の開発手法の大きな特
徴は，開発事業の推進にあたって「総合運営」を重視すること，とりわけ，
「特殊地域J開発事業の推進にあたって，府県が，上位機関の作成する「国
土計画」に沿いつつも，主体的に「府県計画」・「地方計画」を策定する
ことであった。そして，このような問機関の開発手法は， r特殊地域」開
発事業に対する府県の取組みを活発化させたように，現実的効力をもって
動き出していたのである39L
このような内務省国土局の開発手法は，内務省廃止後も， 48年1月に総
理府に設置された建設院 (45年1月に設置された戦災復興院と48年12月に
内務省廃止に伴って同省から分離され権限を大幅に縮小した同務省国土局
が合体)へ，さらにこの建設院が省庁に昇格し名称変更した建設省へと引
き継がれていった。建設院は，当時経済安定本部の指導下にあったが， r当
時の経済安定本部は，国の経済復興に一生懸命に取組んでいて地方の開発
に余力がなかったJ40)ことから，そのギャップを埋めるべく地方の開発
37) 御厨貴「戦時・戦後の社会J(中村隆英絹 r計画化」と「民主化JJ5章，
岩波書庖， 1989年 1月)， 270ペー ジ。
38) 平記念事業会編，前掲， 113ペー ジ。
39) この「特殊地域J開発事業それ自体は，内務省の廃止に伴L、，うやむやに
なった。しかし，その開発手法は後に建設省による rc旧〕特定地域」開発
事業に受け継がれた。
2 
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に乗り出し，さらに建設院も同様に1947年 8月の「発足後ただちに府県の
指導，総合開発に関する調査に取り組んでJ41)し、た。この段階では，内
務省国土局のもとでの「特殊地域J開発事業に相当するのは i(旧〕特定
地域」開発事業であった(ここで i(旧〕特定地域」としたのは，後の「国
土総合開発法」に基づく「特定地域」とは内容を異にするものだからであ
る)。この事業も府県の大きな関心をよび，全国から22もの i(旧〕特定地
域J候補があらわれた。これらの中から，建設省はt 1948年中に14地域を
リストアップし「総合開発事業調査」を行った42)(この14地域については
表-3参照)。
このような内務省国土局一建設院・建設省の開発手法(とそれに基づく
開発事業)に対して府県が大きな関心を寄せたのは，終戦後の復興事業が，
表-3 総合開発事業調査地域の概要
成名 府県名 主要開発目標 特定地蟻指定
石 狩 北海道 鉱，民 × 
奥会津 福島，新潟 電，林 。
最 上 山形 林，鉱 。
阿仁田沢 秋田 林，鉱，良 。
伊豆島唄 東京 水，畜，観 × 
能 登 石川 水，農，林，鉱 。
束三河 愛知 林，良，水 。
吉野熊野 奈良，和歌山 電，林，鹿 。
島根大山 島根，鳥取，岡山 水，良，林，観，畜 。
当3直3Zr 1ヒ広島 林，島，電，畜 。
郡賀川 徳島 林，電，鉱，水 。
四国西南 高知，愛媛 林，水，電 。
阿 蘇 熊本，大分 良，林，畜，観 。
南九州 鹿児島，宮崎 民，林，水 。
(凡例)林=林産，農=農産，水=水産，畜=畜産，鉱=鉱産，電=電源，観=
観光， 0=指定地域， x=未指定地域
(資料)岡田知弘著『日本資本主義と農村開発J(法律文化社， 1989年6月)， 266 
ページ。
(原資料)綜合立地研究会『国道綜合開発の展望』建設協会， 1950年， 170-171 
一一一 ページをもとに作成。
40) 平記念事業会編，前掲， 9ページ。
41) 建設省『建設省三十年史J(1978年7月)， 6ページ
42) 岡田知広著，前掲， 265ページ。
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頻発する自然災害などに遭遇してさほど進捗しなかったことから，そうし
た状況を打破すベく公共事業予算の重点的投下を期待したからにほかなら
ない。だが，実は，この府県の強い支持こそ，経済安定本部の主導権下で
も，これらの開発手法がいわば相対的独自性をもって前進し， r国土総合
開発法J制定時，及び「特定地域Jの指定時に，経済安定本部の「全国的
規模の経済計画を前提に重点的なエネルギー開発を進める方法J43)に対
抗しえた力となったものであった。すなわち，建設省は，このような府県
の強い支持を背景に， r国土総合開発法」制定時において， r開発事業の総
合運営を期する」手法を同法に採用するように主張し，そして実際同法に
盛り込むことに成功したのである。かくして，第2条の規定(全国，地方，
府県， r特定地域」の四つの総合開発計画策定の規定)が誕生したわけで
ある。
ただし， r全国計画」については，次のような動きがあったことには注
意しておかなければならないであろう。財前直方の「証言Jによれば，
「特定地域だけではおかしいから， r地方計画』も入れようじゃない
か， If'府県計画』も入れようじゃなし、かということになった。……とに
かくそれで法制局に持ち込んだわけです。ところが，これは何かおかし
いじゃないか， r府県計画』があり『地方計画』があって，何か歯が設
けたみたいで何かおかしいじゃないか，法体系として。ああそうだ，全
国がないからこれはおかしい，全国計画を入れなければ恰好がつかない，
それで全国を入れなさいと法制局でいったわけです。それでまあ，入れ
たって別に支障がないからL、L、だろうということで，全国を入れたわけ
です。ところが，全国計画には規定が何もないですよ，意見も何もでな
かったのですよ。そういうイメージを持って作ったわけではなくて，法
制局でいわれて恰好がおかしし、からということで入れたのですからね，
誰も気がつかなかったわけですJ44) 
43) 御厨費，前掲 (i戦時・戦後の社会J).270ページ。
44) 平記念事業会編，前掲， 110ペー ジ。
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ということが起きたのである。みられるように，ここでは，当時， r地方
計画」と「府県計画」の上位計画である「全国計画」を法案に盛り込むこ
とまでは，まだ建設省も(また経済安定本部も)強く要求していなかった
こと，にもかかわらず「法体系」上のいわば便宜的措置として法案に盛り
込まれていったことが語られているo ということは，厳密にし、えば， r国
土総合開発法」の第2条の規定に関していえば，r全国Jr地方Jr府県Jr特
定地域」の4種類の計画が「合理的な体系」ではなかったということにな
る。上記条文を文字通り受け取った者にとっては，ショッキングな事実で
あろう。
しかしながら，私見では，これまでみてきた「国土計画」派の開発手法
からすれば，たとえ前面に出ずとも， r国土計画J= r全国計画Jが前提
にされ開発事業の推進が意図されていたから，何らかの方法でこの計画を
策定すべき方向が追求されていたように思われる。そのことは，例えば，
「総合開発法」として提案された法案の名称に， r国土」とし、う語句を付
けることを建設省が主張し成功したこと45)，また，経済安定本部が「特定
地域」の指定範囲を「資源の開発が十分に行なわれていない地域」を中心
に考えていたのに，同省の要求でそれを「特に災害の防除を必要とする地
域jさらには「都市及びこれに隣接する諸地域で特別の建設もしくは整備
を必要とする地域」にまで広げていったことなどに示されているように思
われる46L これらのことは，建設省が，全国的な視野で開発事業を推進し
ようとする方針を固めていたこと，換言すれば「全国計画」の策定を視野
45) 佐藤竺箸，前掲， 57ペー ジ。
46) 佐藤竺は.r国土総合開発法」第10条の「特定地域Jの指定対象地域に.r特
に災害の防除を必要とする地域」と「都市及びこれに隣接する諸地域で特別
の建設もしくは整備を必要とする地域」が含まれたことに関して.rねらい
は，国土計画的な思想と，復興期前期の主要課題でありながらとりのこされ
た開発対策をあわせてしめすものであるといえるJ(前掲.60ページ)と述
べている。ここにも，経済安定本部が「資源の開発が十分行なわれていない
地域」中心に地域指定を行おうとしていたのに対し，建設省が，自ら関って
きた広範な地域の開発事業の盛り込みを図り，そしてそれに成功したことが
窺われる。
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にいれていたことからこそ，主張されたものであったと思われるのである。
また， i特定地域」の指定時においては，建設省は，それまで取り組ん
でし、た14の i(旧〕特定地域」の指定を要求した。そしその要求は採用さ
れ， 14地域のほとんどが国の指定を受けた47L
以上，われわれはt i国土総合開発法」の条文規定と始動時の開発の動
きとの聞に一定の不整合な関係がみられるのはなぜかとし、う問題を解明す
ベく，当時「国土総合開発法」指定及び「特定地域Jの指定に大きく関与
した経済安定本部と建設省の対応をかなりの紙数を書札、てみてきた。以上
の経緯から，さしあたり次のことを踏まえておきたい。
第1に，成立した「国土総合開発法」の内容，及び指定された「特定地
域Jの数は，両機関の方針上の対立の妥協の産物ともいえるものであった
ことである。したがって，上の設問に答えるとすれば，両機関の力関係に
左右されつつ開発事業が展開されていたのが実状であったことから，その
ような展開になったのもある意味では当然であったといわなければならな
いだろう。
第2に， しかしこのような面はあったものの，両機関の方針上の対立は
経済安定本部の“実質的"勝利に結果したこと，したがって「特定地域」
開発事業は経済安定本部の開発手法に沿って行なわれることで決着したこ
とである。このことは，建設省が取り組んでいた14の i(旧〕特定地域J
事業の内容(さきの表一 3の主要目標)が，農林水産業や鉱物資源の開発
が中心であったのに48)， i国土総合開発法」に基づいて国の指定を受けた19
「特定地域Jの事業内容が電源開発中心になったことに明確に表れている。
ということはt i特定地域」開発事業は，全国的な経済復興優先の立場
47) 表ー 3をみるように， 14のrc旧〕特定地域」のうち，指定されなかった
のは2地域だけであった。また，この過程で，このような建設省の動きに刺
激されて，府県の「特定地域」指定獲得運動が活発になり，政府に対する rl.、
ろんな陳情がありまして，何時の間にか五つふえ六つふえJ(平記念事業会
編，前掲， 112-113ペー ジ)，ついには41府県52地域にも達したほどであっ
た。
48) 岡田知弘，前掲， 266ペー ジ。
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から推進されるということ，只見川流域の開発事業の場合には，その立場
から「京浜」地区への当該流域の電力送電事業として推進されるというこ
とを意味した。それ故，当該流域からすれば，資源収奪的色彩を色濃くし
た事業であった。
第3に， i特定地域」が「総花的J指定となったことは，それに関する
国の公共事業予算を白地域に向けようとする動きを活発化させることを意
味したことである。このことは，一例を挙げれば， i特定指定」後も只見
川流域と北上川流域に限定して開発事業を推進しようとする経済安定本部
の思惑に対して49)，これら 2地域以外の「特定地域」を有する府県が，政
府の財政支援措置を明確化する「国土総合開発法」の改正を求め，これに
成功(1952年12月)したことに示されている。改正された法律には， i事
業実施に必要な資金の確保を図り，かつ毎年度国の財政の許す範囲におい
てこれを予算に計上することに務めJ50)ることが明記されていたのであ
る51L只見川上流域に関していえば， i特定地域」内部の対立であったと
はいえ，福島県と新潟県が電源帰属をめぐって激しく対立した背景には，
閉じような事情があったことは否定できないであろう。
49) r特定地域」の「総花的」指定が回避できない状況となった際，経済安定
本部が選択した方針は，財前直方の「証言」によれば，次のようであった。
「最後に事務屋として，私たちは指定はするけれども，内部でAランクと
Bランクに分けようじゃなL、かと，それでAの指定は只見川と北上川，そ
れであとは全部Bランクとし， Bの指定については行政的に何にもやらん
とL、う内部の取りきめでよかったら，それを呑んでもL、L、じゃなL、かとい
うことになってきた。……最初に計画を作ったのは北上特定地域となった
わけです。北上川の計画は計画の中では精般にやったと思う，しかもあの
時には，はっきり予算上の措置も取ったのです。予算を2億か3億殖やし
たわけです。それでその当時，事務官の間では天竜以下は計画は当分作ら
ない，北上川で一応終わりなんだ，あとは只見川なんだといようなつもり
でいたわけですJ(平記念事業会編，前掲， 113ペー ジ)。
このように，経済安定本部は，事業遂行の優先順位を設定し. 2地域を最
優先地域とすることによって，当初の方針を堅持しようとしたのである。
50) 経済企画庁『総合開発行政の歩みJ(1965年).15ペー ジ。
51) また，地域の運動の高揚は.r特定地域」の指定にはずれた地域の巻き返
しとしても顕在化してきていた。それは，利根川流域開発法案の国会提出の
動きに象徴的に表れていた(御厨貴，前掲「経済と社会J.273ペー ジ)。
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2.只見川上流域の未開発電源に対する東北地方の期待
只見川上流の大規模な未開発電源の帰属をめぐって地域間対立，とりわ
け関東対東北地方の対立が激化したのは，この流域の電源(から発生する
豊富な電力)の利用に対して双方が大きな期待を抱いていたからにほかな
らない。関東としては， i京浜」地区の復興のために只見川流域の電源を
活用しようという，経済安定本部の方針が期待に沿うものであったろうが，
東北地方としては，それでは，それを今後の経済発展に活用できなくなる
わけであるから，当然期待外れであった。ではそもそも，東北地方は同流
域の未開発電源の活用にどのような期待を抱いていたのだろうか。この点
を明確にする作業を，関東対東北地方の対立の根拠を明確にする作業の一
環として行ってみよう。
ところで，この作業を行う上て。大いに役立つと思われるのが， 1951年 1
月に「東北地方電力利用産業振興調査委員会J(日本発送電側元副総裁を
委員長とし，日本配電側東北支底，東北7県知事，東北選出の国土開発関
係議員，東北の産業界代表らで構成)によって作成された『東北の電力と
産業振興一東北地方電力利用産業調査報告書一』である。それは，東
北地方の後進性をどのようにして克服するかとし、う視点・問題意識から，
東北地方の電源開発に付随するさまざまな問題の検討を行い，また東北地
方の電力利用工場に対する大掛かりな需要実態調査の結果分析を行った上
で，只見川流域の未開発電源の東北経済に及ぼす影響の大きさを明確にし
ており，その点で，東北地方の同流域の未開発電源に対する期待の中身を
深く理解することを可能としている。以下，本報告書の骨子を紹介するこ
とにする。
本報告書では，第 1に，東北地方の後進性の原因についての検討がなさ
れ， i高度の加工産業と商業を持たないということが，東北の産業的後進
性と低所得水準との根本理由であったJ52)と述べられている。東北地方
52) 東北地方電力利用産業振興調査委員会『東北の電力と産業振興一東北ノ
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の産業を全国的にみると，農業，林業，水産業，鉱業等では立ち遅れてい
ないが，工業では， rその製品は半製品なり素材なりの段階までに止まる
ものが多い。そしてそれを原材料として，これに加工を加え二次製品，三
次製品に仕上げる工業は概して不振であるJ53)し，また商業でも，大き
な貿易港がないこともあって，やはり不娠である。その原因は，西日本に
比べて，寒冷や豪雪の被害を受けやすく気候的に恵まれなかったこと，西
洋の産業の刺激を受ける機会に恵まれなかったこと，明治維新後の政治的
発言権が弱く，鉄道，港湾，通信，都市，工場などの基礎的国家施設への
投資が遅れがちであったことである。
第2に，しかし石炭から電力へのエネルギ一転換，国土総合開発政策
における未開発地域重視の開発方針などに伴い，このような状況を脱する
条件が整いつつあることが強調されてし、る。とくに，只見川流域を中心と
する東北地方の河川において大規模な電源開発が予定され，そしてその電
源(の開発によって発生する豊富な電力)の利用を見込んで「電気化学工
場」の飛躍的な立地が予想されることが，東北地方の大きな「強みJであ
るとされている。
東北地方の未開発電力411万KW(最大出力)は，全国9プロック中断
トツに多い。そしてそのうち， 273万KW，すなわち7割近くが只見川流
域にあり，したがって， r極端にいえば，その主力は只見JI一本に集中し
ていると云うてよし、。只見川一筋に約200万KWの未開発水力が包蔵され
全東北の約半分を占めているのであり，かつ大規模な水力の得られる点に
おいて，また工事的な目途もついている点において，東北の未開発水力電
気の主力は只見川にありと云うこともできるJ54)0 
この電力を利用して発展するとみられる「電気化学工業」は，具体的に
は，次の二つのタイプに分けられる。すなわち，①「東北の地元の資源と
結びついた産業J(化学肥料製造工業，アセチレン系誘導工業，合金鉄製
、地方電力産業振興調査報告密J(1951年1月).13-14ペー ジ。
53) 向上.13ペー ジ。
54) 向上.36ペー ジ。
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造工場，鉄鋼金属・鉛・亜鉛・銅精錬工場など)と②「主たる原材料は他
地域文は外国から輸移入しでも，豊富低廉な電力を利用することによって
企業的に成立する産業J(苛性ソーダ，アルミニウム精錬，燐工業，輸入
鉱石による電炉精錬など)である55L只見川流域の未開発電源に関してい
えば，その「経済的送電圏内」にある表-4に示された地区の工場が今後
の主力となる。これらは，電力利用量の大きさからみて，今後の東北地方
の工業発展のコアとなるべきものである。
第3に，とはし、え，これを現実化する必要条件として，電力が電源地帯
で利用されること，すなわち東北地方で創出された電力が東北地方内部で
消費されることが必要であることが強調されている。
既開発水力電力の利用状況をみると， r東北地区は，既開発水力の出力
において，全国9プロック中の最高水準にあるが，しかし，地域外への移
出が多く，従って地域内の消費は少ないJ56)0 1949年の実績では，表-5
をみるように，全発電量の60%を東北地方内部で使用しているものの， 40 
%を他地域に移出している。このような状況は，未開発電力の使用に関し
ては是正されなければならなし、。そのことが，東北で電気化学工業の立地
の前提であるからである。すなわち「将来，この未開発の水力電気資源を
大規模に開発し，而してその電力をなるべく地元で消費する立前で産業が
起るとすれば，東北は今後日本における最大の電気利用産業の集団地帯た
り得る根本条件を具備しているといえるJ5九このことは，国民経済の経
済性・効率性からいっても妥当である。発電所と需要者との距離が長けれ
ば長いほど送電ロスが大きくなり，送電線建設費などが嵩むからである58L
第4に，東北地方の工場(年間500KW以上の電力を使用する東北7県
55) 向上.34-35ベー ジ。
56) 向上， 27ベー ジ。
57) 向上.27ペー ジ。
58) この送電ロスは.50kmで約5%. 100kmで約8%. 200kmで15%以上， 300km 
で22%以上と計算されてし、る。また，送電線の建設費は.50kmの地点なら5億
2400万円に止まるのに.300kmの地点では15億9000万円まで増大するとされ
ている。向上.23ー 24ペー ジ。
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表-4 只見川上流電源からの主要送電圏内工場と電力需要増加予測
電直(駒車線よ医り陸の 大工窃ロ需数要
電力需要(MHW)
主要生産品目
1949年 ※195(5年)予1測Jf段分| 
〈福島県〉
会津地方 1-60 150.692 291.990 
亜鉛.a1索敵加盟等化学業品.
金属漆密，硫化鉱(新段分アルミ
ユウム.パルプ) 一 (258.ω0) 
郡山付近 60-1∞ 既存8 貧燐赤焼，苛性ソーダ，染料. 48.079 261.596 
イトライト.金銀銅fIt.餓緯
福島市付近 60-120 既存8 石灰窒黛.珪素鉄..緩，俊依願 45.5伺
浜通南部 100-130 「灰融融ドグ僻 325.808 856.02 I 
業品，カーパイト.珪察鉄.セ
メント. (新Illt分.セメント，ア
ルミナ) 一 (36.0ω) 士也 浜通北部 100-130 
)雌(新股分 ピユロン)
日
側 5;一
〈新潟県〉
鹿甑付近 40-60 既存2 石灰鐙紫，極化ピユール号事カー 205.393 319.877 
バイト鶴湾品，鉄鋼鉛鉱
新潟市付近 50-80 既存31|… ル嚇 174.550 533.486 カーバイト，俊械金属製品.石
油，及其製品，繊維{新段分セメ
γト，ガラス，鹿島険ピ=ール.
新段4 硫安) ー (116.000) 
区 長岡・柏崎付近 40-80 既存1 電気銑，カーパイト.俊械金属 64.606 172.639 
器具製品照，石油.及其製品
村上・小国付近 80-100 既存3 金属製煉，鉛，亜鉛鉱 11，849 40.140 
直江津・高岡付近 90-140 既存9 石灰盤紫，カーパイトM;o;合 337.282 690.942 
成品.苛性ソーダ，鉄鋼.合金鉄.
金属工業
〈宮媛県〉
仙台付近 120-180 既存8 ゴム製品，極化ピニール加工. 6.790 
鈍鉄
紹倉・石巻 170-220 既存3 電気鉛，亜鉛，疏M.パルプ製紙 52.492 98.265 
〈山形県〉
酒悶付近 150-180 既存6 30.268 289.342 
米沢・山形付近 1ω-160 既存6 18.415 制.874
計
既存110 1.471， 863 3.回2.527
新段9 一 (7伺.500)
(注)(1) 電源よりの直線距艇は御津及因子倉よりの距舷.
(2) 本妥には自家発及び黒部川電力による分は含まない.
(3) 本表t主将来主として只見川の発電に期待する地続の需要を裂にしたものである.
(4) 電力需要数字は既存工場の当初要求量並に福島，新湯両県の跨致計画分をそのまま縄叙したもので
ある.
(資料)東北地方電力利用産業調査報告包『東北の電力と産業振興-J制U也方電力利用産業関査報告省一』
(1951年1月).36-37ベージより作成。
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表-5 東北地方の発電実績と移出電力実績
1949 年 2 月 1949 年 5 月 l抑年(暦年)
電力J:l:MWH 平均短大KW 電力1il:MWH 平均値大KW
MWH 
東北虫色区全発電量 ω4.創)() )， 133.訓" 66)，例)() )， 137.8ω 7.359.ω。
(瓜E日窃本11E分発{続E審送~I 電側 491.6ω 944.4ω 521.6∞ 940.8ω 5.822.700 内 紛 96.5ω 152.7∞ 1ω.5ω 152.制加 1.252.5∞ 
{続審~I車内直配} 16.5∞ 36.ω。 30.8ω 45.似悶 勾4.6∞
東北地区全負荷 307.6∞ 5幻.100 371.2ω 6お.1∞ 4.411.900 
29.1ω 初.ω。 73.飢)() 96.縦訓O 631.8ω 
内 北配電側 幻6.5ω 478.1∞ 277.71ω 494.1ω 3.650.8∞ 
鼠川分(街潟E車内飽配} 2.似)() 5.0∞ 20.500 お.側 129.3ω 
差引他地区移出電力 297.倒防 570.日胸 290.7∞ 512.71ω 2.947.劉殉
【註) 1.東北地区内発電盆には自家発電からの受電を含む.
2.日本発送電紛供給力には長野県の高沢.池尻川両発電所を含む.
3.国鉄千手を始め自家発電によるものは供給力と負荷は向盈として共に本獲には算入されていなL、.
4. 1949年において大ロエ渇工舗の自家発電は705.720千KWHであった.
(資斜)同前.・27ベージ.
比率
1∞% 
ω男6
40% 
の大口電力需要工場)の電力利用実態調査結果に基づき，今後の東北経済
の発展にとって，只見川流域の未開発電源が必要不可欠であることが強調
されてし、る。以上述べてきたことを実態調査結果によって裏付ける作業が
行なわれているわけである。
調査結果によれば，これらの工場の有効電力需要に対する供給不足率は，
30%近くにも達しており， r電力の不足を訴える声は極めて一般的で，か
っ切実であるJ59)0そして，これらの工場の現有設備の稼働率の引上げ見
通しゃ工場設備の改善・新規拡充計画から今後の電力需要増加量を算出し
てみると，1949年の37億33百万KWH(年間使用量)が1955年には67億64
百万KWH(同)にも達することになる。
このような「有効需要の増加に対し，発電所建設による出力増加は到底
追付くことが出来ず，毎年，年間10億から13億KWH位の大不足となる。
この不足は，どうしても只見川の本格的開発に待たねばならぬのであって，
万一，只見川が東北て?利用し得ないことになるならば，東北の電力事情は
全く一変して来る。即ち，只見川が東北地方の電源となるか否かは，東北
59) 向上， 3073ージ。
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地方電気利用産業振興の死活を決する大問題である」伺)と。
第5に，今後1950一55年の5年間に行われる只見川流域の未開発電源を
中心とする東北諸河川の電源開発が，東北経済にどの程度の波及効果を生
じさせるのかが定量的に示されている。それは具体的には次のようであ
る61)(①~③の rJ内の項目名はそのまま引用，……の後の文章は引用
者の要約)。これらの数値をみることによって，それらに対する東北地方の
期待が如何に大きかったかをより具体的に理解することが可能であろう。
①「発送電設備建設の直接的効果」……発電所の建設工事費の約半分が
人件費，資材費，その他の形で建設地点に還元される。これは未だ如
何なる案が採用されるかが確定していない只見川流域の発電所建設工
事分を除いた計画のもの(工事費228億円)でも， 114億円が東北地方
経済を潤すことになるo
②「工場拡充新設の地元経済への直接的効果」…...5年間の有効需要想
定編入分は，既設工場の拡充資金が85億円中70億円，新設工場が130
億円であり，新設・既設合せて200億円と推計される。その約3割に
あたる60億円が東北地方に還元される。
③「人口一人当り電力消費の向上」…・・東北地方の人口一人当りの電力
消費は比較的少なく， 1949年現在で全国平均を100とすれば約65の水
準にあるが，上記の5年計画が実施されれば全国水準を超える可能性
がある。
④「大口需要工場鉱山の増産効果J…..5カ年計画達成後に東北地方の
鉱山関係の大口電力需要工場に供給される電力は年間19億KWHであ
り，それを使用すれば380億円の生産増加が見込まれる。このうち，
東北地方には，人件費として2割，原材料費及びその他の諸経費とし
て3割，合計5割，金額にして190億円が還元される。
⑤「重要物資の生産増加」……各種の重要物資の生産は， 1949年実績に
60) 向上， 46ペー ジ。
61) この分析の結果は，同報告書第5章 (51-52ペー ジ)に示されている。
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比し， 1955年には以下のように飛躍的に増加する。硫安一14万トンか
ら27万トンへ，石灰窒素-18万トンから27万ト γへ，過燐酸石灰ー15
万9千トンから22万トンへ，成燐肥-884トンから19万トンへ，カー
バイト(肥料用以外)一3万5千ト γから9万5千トンへ，セメント
ー22万9千トンから69万トンへ，苛性ソーダ-2万5千トンから 4万
5千トンへ，アルミニウム-4730トンから 9千トンへ，石灰1836トン
から230万トンヘ，合金鉄2万7千ト γから 5万5千トンへ。
⑥「関連産業の勃興」…・・電力利用産業の成長は，その他の幾多の産業
の勃興・成長を促進する。一例を挙げれば，日産30トンのビニロン工
場の稼働は，年間13万5千トンの石炭を必要としさらに石灰石9万
3千ト γ，コークス 3万1千トン，硫酸2万3千トン，苛性ソーダ1
万2千トン，フォルマリン8970トン，メタノール8970トン，亡硝が必
要とされることになり，これら一連の産業の振興につながる。
⑦「就業の増加」…・ー東北地方の鉱山関係の大口電力需要工場では，生
5カ年計画の達成後，計画実施前と較べて生産量が7割以上増加する
と推計されるが，その場合，就業者については， 2割程度の増加が見
込まれる。
③「間接的諸効果」…..今後建設される多目的ダムは，発電の外に，治
水，国土保全，農業開発による食糧増産，森林開発などにも大きく寄
与する。観光事業にも新たな舞台を与える。
以上のように，全体を通して，只見川流域を中心とする東北地方河川の
電源開発によって「電力化学工業」の飛躍的な立地が進み， r凡ゆる産業
商業の発展が促進され，東北地方の国民所得水準と文化水準が引き上げら
れるJ62)というシナリオが描かれているo
したがって，このようなシナリオによって実現するであろう「夢」を壊
す勢力に対しては，東北地方としては，いわば死力を尽くして戦わざるを
得なかったのである63L
62) 向上， 52ペー ジ。
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m.只見川上流域の未開発電源をめぐる関東対東北地方の対立
1. r電力再々編成」体制確立以前の電源帰属をめぐる争い
( 1 )上回，本名両地点における水利権取消し行政訴訟事件の発生
1952年8月，只見川上流域の上回，本名両地点(これらの位置について
は，先の図-2を参照)の水利権をめぐって関東と東北地方が激突する事
件が発生した。いわゆる水利権取消し行政訴訟事件である。事の発端は，
8月4日，福島県が，この両地点を含む同川上流域13カ地点における東京
電力側の水利権を8月5日付けで取消し， 8月6日付けで東北電力側に許
可すると発表したことにあった。だが，これを不服とした東京電力側は，
①8月16日，この行政処分の撤回を求める訴訟を福島地方裁判所に提起し
た。次いで②8月25日，この行政処分執行停止の申し立て(仮処分請求の
提出)を行い，東北電力側が着手した発電所建設予定地の用地買収などの
行為にストップをかけようとした。以後，この訴訟(①)は，福島県，東
京電力側，東北電力側からそれぞれ証人がたち，約1年半にわたって公判
7回，実地検証 1回が行われ， r福島地裁近来の大事件」として大きな社
会的反響を呼び起こした倒L
河川の流水を一定の目的のために独占的に使用する権利である水利権
は，河川法第20条により，河川管理者である都道府県知事・建設大臣の認
可によってはじめて生じるのであるが，只見川上流域の上田，本名両地点
を含む13カ地点に関しては， 1929年に東京発電側によって水路式発電所建
設の名目で福島県・固から許可され，爾来1931年に東京電燈鱒へ， 1939年
に関東配電側へと引き継がれ， 9電力会社の設立を目前にした1951年2月，
63) 尚，ここでは，只見川の開発方式について，当時すでに対立が表面化してい
た“本流案"(福島県)と“分流案"(新潟県)のいずれを採用すべきかにつ
いてはふれていなし、。
64) 松阪清作編著，前掲， 71ペー ジ。
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公益事業委員会の「配電会社が現在所有する水利権は，一応該当新会社に
引き継がせる」とし、う方針によって65>，そのまま東京電力側のものとなっ
ていた。このような経緯からすれば， r常識的には先願者の使い残りの水
があれば新願者に与えるということしかあり得なし、Jわけであり66>，した
がって，東京電力舗の裁判における「原告に対する許可を取消し東北電力
に与えた行政処分は，包括的にみて一種の違法行為だ」という主張に無理
はなかった67L
にもかかわらず，福島県が上のような行動に踏み切ったのはなぜだろう
か。このことに関しては，われわれは，この年の8月が「電力行政の法制j
面の過渡期J68)であったことに注目する必要があろう。同年7月に成立
した「電源開発促進法」によって， 9月からは，電力事業運営がそれまで
の9電力会社中心から電源開発側中心に行われることになっていたが，そ
うなれば，東北地方にとっては，只見川上流域の未開発電源(によって発
生した電力)の確保が著しく不利になることが予想されており，したがっ
てこの会社の設立前夜ともいうべき8月ならば，少しでも事を有利に運べ
るのではないかとし、う判断の下に行動が起こされたと考えられるからである。
(2)電源開発側登場の東北地方への影響
このことにもう少し立ち入ってみよう。電源開発側の登場は，電力「再
65) 東北電力株式会社『東北地方電気事業史J(1960年5月)， 528ページ。た
だ，ここで「一応」としているのは，公益事業委員会も，只見川上流域の水利
権の帰属を，東京電力側，東北電力側のいずれかにすべきかについて確固たる
姿勢をもっていなかったことを示している。
66) 松阪清作編著，前掲， 61ペー ジ。
67) ある電力事業関係者の言葉では， r"、うなれば東京電力のもっている土地
に東北電力がせっせと，しかも鳴りものいりで勇ましく家を建てているのだ
から，図々しいといおうか，あつかましいといおうかとにかく話にならないJ
(宇佐美省吾著『電力十年意外史J，電力新報社， 1961年7月， 140ー 141ベー
ジ)とさえいわれた。
68) 東京電力株式会社，前掲， 322ペー ジ。
69) 有沢広巳監修・通産大臣官房調査課編『戦後経済十年史J(1954年12月)，ノ
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編成の趣旨とその後の方向に対する重大な修正を意味するものJ69)であ
り，言い換えれば「電力再々編成」体制の確立を意味するものであった。
というのも，それまでの「電力再編成」体制では， 9民間電力会社による
発電・送電・配電の一貫運営・自主的運営が基本とされ，そのような運営
では十分処理しきれない問題(例えば，地域聞の電力融通問題や料金格差
問題)の解決についてのみ，政府組織の一部であるとはいえ政府当局から
一定の相対的独立性をもった公益事業委員会があたることが大きな特徴と
されていたが70)， r電力再々編成」体制では，政府の関与の度合いが強い
、252ペー ジ。
70) このような特徴を有する「電力再編成」体制は，以下のような複雑な過程
を経て確立していった。「電力再編成」は， 1948年2月，日本発送電側と 9
配電会社が，過度経済集中排除法の対象とされたことに端を発するが，その
後の再編成作業はスムーズに進んだわけではなかった。というのは，この頃，
アメリカの日本経済弱化方針の転換が明確にされつつあり，日本経済強化の
立場から先の火力発電所の撤去方針も全面解除となった(産業賠償に関する
調査報告書)ものの，如何なる電力供給体制が適当かについての明確な方針
をアメリカ自身がもっていなかったのである。この作業は， GHQ直属の通
称 f5人委員会」で進められていたが，電力事業が電力国家管理法の改正を
含み純然たる民間企業のケースと異なることから，困難を極め，ついにこの
f5人委員会も何ら解決を与えずに本国を引き揚げてしまったJ(三宅暗輝
著『日本の電気事業J，春秋社， 1951年6月， 221ページ)。このため，当初
の「方針は空白状態となったJ(有沢広巴監修『日本産業百年史下~， 40ペー
ジ)のである。かくして，電力事業の今後のありかたに関して，我が固にお
いて自由で活発な議論が展開された。政府は，一定の方向を出すため， GH 
Qの指示のもとに1948年2月に「電力事業民主化委員会」を設置し，さらに
これが解散した後の1949年2月には「電力事業再編成審議会」を設置した。
この過程でどのような議論が交わされたかは省略せざるをえないが，結果的
には，有力案として登場してきたのは，後者の審議会の委員長である松永安
左ェ門の案であった。それは，全国9プロックに独立の民間電力会社を設立
して発電・送電・配電事業を行わせるとともに，それらの聞の電力融通を公
益事業委員会で図る「米国直輸入の委員会制度J(有沢広己監修・通産大臣
官房調査課編，前掲， 252ページ)をとっていたところに大きな特徴があっ
た。政府もこの案を採用し，それを盛り込んだ電力事業再編成法案と公益事
業法案を1950年4月に第7国会に提出した。ところが，各地域聞の電源帰属
をめぐる思惑などが噴出し，審議は粉糾を極め，結局未了となった。そのた
め，政府は，これらの法案を，再度同年7月から開会予定の第8臨時国会に
上程する予定であったが， 6月頃から再び反対の動きが強まり，審議の難航
が予想されたため，結局上程を見あわせた。しかし今度は，GHQが，そうノ
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電源開発紛が，発電・送電・配電事業はむろんのこと，公益事業委員会が
果していた地域問調整の役割まで担うことになっていたからである。
具体的にみると I i電源開発促進法」では，電源開発側は次のように規
定されていた。第1に，企業形態として株式会社形態をとりつつも，発行
株式の半分以上を常時政府が保有しなければならないこと(同法第1条)
になっており，事実上，政府直属企業であったことである71L第2に，上
の特徴からある意味で当然のこととして，企業運営面に，政府の権限が及
びやすいようになっていたことである。例えば，同法によって. 1年以上
の長期借入金を導入するとき，施設を所有権及び貸借権以外の権利の目的
とするとき，定款変更・利益金処分・社債募集・合併及び解散の決議・営
業年度の事業計画の策定もしくは変更などを行なうとき，主務官庁の認可
を受けること(同法第29条・ 35条)とされ，また会社の役員(総裁，副総
裁，理事5人，幹事2人)については，株主総会の意見を参考にして政府
が任命すること(同法第18条・ 23条)が定められていた。第3に，同法第23
条で，発電施設及びそれに関連する送変電施設の建設・譲渡・貸付のほか，
電気事業者への電気の卸売，さらにその他の付帯業務(電源開発に関連す
る森林経営等)も行うことが可能であるとされているように，発送変電事
業はもとより，広範囲な電源開発関連事業を担当できることになっていた
ことである72L
¥した日本政府の姿勢に業を煮やし，これらの法案の成立が見送られた場合に
は，見返り資金の打ち切りを廃止する意向を政府に伝達した。そこで政府は，
やむなく 1950年1月24日，さきの電気事業再編成令・公益事業令をポツダム
政令というかたちで，つまり国会の審議にかけることなく公布したのである。
こうして，ともかくも「電力再編成」体制が確立し.1951年5月の9電力会
社の発足となったのである。
71) この会社の発足時の資本金はI 55億円であったが，そのうち50億円 (91%)
を政府が，残りの5億円 (9%)を9電力会社が分担で出資した。
72) このような電力事業への政府の強力な関与，しかも資金面のみならず，電
38 
力の需給パランスの調整面にまで広範囲な関与を認められた電源開発側は，
ある電力事業関係者が「日発〔日本発送電側......引用者〕に似た機構を温存
するようなものを一つ作ったJ(大谷健編著『激動の昭和電力史J.電力新報
社， 1991年5月， 71ページ)と回顧しているように，戦時中の「電力国家ノ
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ではなぜ，このような会社が必要とされたのか。それは，朝鮮戦争勃発
に伴う特需ブームを契機に復興のテンポを早めていた日本経済が，大量の
水力電力エネルギーのスピーディな確保を必要としていたにもかかわら
ず，それまでの「電力再編成J体制では，このような動きに機敏に対応で
きなかったからにほかならない。とくに資金面の制約が大きかった。終戦
直後から続いた異常なインフレの中で極度の悪化状態にあった日本発送電
側と各プロック配電会社の経営を受け継いでいたからである73L 今，東北
電力側のケースを一瞥してみると，まださほど大きな発電・送電・配電工
事を行っていなかったにもかかわらず，図-5をみるように，料金収入に
対する総工事費比率が実に120%強(1952年)に達しており，また図一 6
をみるように，総工事費に占める自己資本比率が20%強(同年)にすぎな
かった。したがって，このような状況を打開するためには，政府が前面に
¥管理J体制の中枢にいた日本発送電側と酷似する面をもっていた。その点で
は，この会社の登場は，戦後型「電力国家管理J体制の確立を意味するもの
であったといえよう。
73) 日本発送電側と配電9社の経営がどれほど悪化していたかは，次のような
記述でも明らかである。
「まず資本構成の推移をみると，日発および配電9社とも外部資本が著し
く増大を示している。戦災設備の復旧費，補修費をはじめ戦後の電力需要
の激増をみたす電源拡充費にあてるため，電力事業はばく大な資金を必要
としたが，異常なインフレーションのもとで，しかも唯一の収入源である
電力料金を統制されていたのでは自己資本による調達は望むべくもなかっ
た。政府はもっぱら復金融資もしくは共同融資のかたちで資金調達の便を
はらったが，このため外部負債の比率は2年上半期には自発74.6%.配電
9社71.6%.さらに23年上期には日発93%.配電9社84%にまで達した。
こうした傾向は企業の健全性を保証するものではない。ことにインフレー
ションによる実質資本の食いつぶしは急速な解決をせまる問題であった。
また外部資本の構成内容も戦後の経済情勢のもとで大きく変化し，起債市
場の不振を反映して長期負債の比重は相対的な低下をたどった。
資産構成では，固定資産に対する流動資産の比率が戦後いちじるしく高
まっているが，これはインフレ期の企業経理における特徴をあらわすもの
であろう。日発の資産構成をみると，流動資産の構成費は昭和17年の上期
の8.1%から2年上期には実に55.1%に及んでL、る。しかし固定資産の再
評価をおこなえば流動資産の構成比はたちどころに低下する。
したがって，電力会社の事業活動は戦前にくらべるときわめて低調であ
ったといわねばならないJ(有沢広巴監修・通産省官房調査課編，前掲.245
-246ペー ジ)。
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図-5 料金収入に対する総工事資金比率の推移(東北電力}
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(資料)東北電力株式会社 r20年の歩みJ(1972年3月)， 611ペー ジ。
国一6 総工事資金に対する自己資金比率の推移(東北電力)
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立ち，またその責任において，発電事業の推進，及び電力事業全般の管理
運営をスムーズに行う必要があったのである74)。
とりわけ，この会社は， r只見川の大規模電源開発がその目的の大半を
占めたような政府出資の会社J75)といわれたように，只見川上流域の大
規模電源開発のスピードアップ化を図るために力を発揮することを求めら
れていた。そして，この会社は，その設立に最も積極的な役割を果たした
74) 政府がこのような役割を果たすこと，そしてそのための会社をつくること
に対しては，強い反対もあった。公益事業委員会が，それまでの「電力再編
成J体制を維持しつつ，大規模資電源開発の資金不足問題については，民間
電力会社が共同であたるのが妥当であると主張したのである。だが，経済安
定本部と自由党は，その他の問題の早期解決も考慮すれば，やはりこの際，
政府関与の新会社を設立するのが妥当であると主張した。これら対立は，自
由党が自案の立法化をめざし 1952年3月に国会に上程した乙とから，その
場に移った。審議は扮糾し，とくに審議院では実に30固にも及ぶ記録的審議
がなされた。
経済安定本部と自由党が，政府関与の新会社の設立を要求した理由・根拠
は，当時交わされた論議を要約すると，次のようなものであった(電源開発
株式会社『十年史J，9 -10ペー ジ参照)。
第1に，大規模電源開発を推進する際の資金噂入上の有利性である。大規
模電源開発には膨大な長期資金が必要とされるが，これには主として二つの
調達方法が考えられる。一つは政府資金の導入であり，もう一つほ外資の導
入である。民間電力会社では，前者の方法では，民間会社の性格からして好
ましいあり方とはL、えないし，後者の方法でも，世界銀行の電源開発に関す
る貸付実績が，民閉会社に比して信用度大である政府関係企業の方が圧倒的
に多い状況からすれば，やはり無理がある。したがって， r政府出資の特殊
法人」の設立が妥当である。これならば，大量の長期資金を吸収を容易なら
しめると同時に，配当及び建設利息などについても柔軟な対応措置を講じや
すい。
第2に， r総合開発Jの推進に際しての個別開発分野との調整上の有利性
である。電源開発は国土総合開発政策の一環として推進されることから，国
土保全，治山治水をはじめとする広範囲な分野との調整が必要とされるが，
このような作業を迅速にすすめるためには，民間会社に較べて，公的性格を
もっ会社の方が好都合である。また，このような公的性格を有する会社の調
整機能は，電源開発を行なう際に発生が予想される複雑な水没補償問題の解
決にも有効である。
第3に，電源開発に関連する工事を効率的に行なう上での有利性である。
工事を効率的に行なうためには，工事全般を一元的に把揮し，技術者の配置，
資材の配分，費用の振り分け等について機動的に運営することが重要となる
が，この点では九つに分かれた電力会社よりは，政府直属の 1企業の方がノ
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機関が経済安定本部であったことからすれば，開発後の電力を京浜地区に
送る役割を担うことを到達目標としていたといえた。
それ故，東北地方にとっては，この会社の登場によって，それまでの只
見川上流の大規模電源に対する思惑がはずれてしまうことが予想されたわ
けである。実際，東北電力側は，すでに1952年 1月に， 1952年度を起点と
する「電源開発5カ年計画」を策定していたが，この計画では， i 5カ年
中に開発される只見電源を電力量を全面的に汲みいれJ76)，いずれ資金上
の制約を克服して同川上流域における一連の発電所建設を自らの手で行う
ことが予定されていたから，このような見通しを修正することを余儀なく
された。もちろん，この「電源開発5カ年計画Jにおける見通しの修正は
一人東北電力側のみの利害に関るものではなかった。この計画が，さきに
Iの2で紹介したような，東北地方電力利用産業振興調査委員会が作成し
た『東北の電力と産業振興一東北地方電力利用産業調査報告書』で提示
された東北地方の発展構想，すなわち，只見川流域を中心とする東北地方
の未開発電源を，東北地方の電気利用工業に向けることによって，やがて
は東北地方の後進性を克服しようとする構想を踏襲したものだったからで
ある。
¥対応しやすい。
第4に，懸案となっている地域聞の電力融通問題を解決する上での有利性
である。この問題は， 9電力会社間では利害対立が起きやすく長期化する恐
れがあるが，政府直属の 1企業であれば比較的容易に解決が可能となる。こ
の点では，この企業に発電事業ばかりでなく，送電・配電事業まで担当させ
ることが望ましL、。
これらをみるように，経済安定本部と自由党の主張は，政府関与の新会社
を設立することによって，大規模電源開発の早期推進の障害となる，資金問
題をはじめとする諸問題を一気に解決しようとするものであった。結局，こ
のような主張が優勢となり， 1952年7月，電源開発側の設立を盛り込んだ「電
源開発促進法」の成立となった。それと同時に公益事業委員会は廃止された。
「電力が生産を左右した時代J(経済企画庁・戦後経済史編纂室編，前掲， 590
ページ)にあっては，このような役割を果たす会社の登場が時代の要請であ
ったといえよう。
75) 松阪清作編著，前掲， 133ペー ジ。
76) r河北新報J1952年 1月1日。
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この点で，只見川上流域で発生する豊富な電力を確保し，経営基盤を安
定させていこうとする東北電力側の思惑と，その電力を地域発展に結実さ
せていこうとする東北住民の思惑は完全に一致していたわけであり，した
がってまたその電力を東北地方に留めるために共同戦線を張れたわけであ
る。主ころで，上の東北電力側の「電源開発5カ年計画Jは，前述のよう
に，只見川流域の一連の大規模電源開発を可能なかぎり自らの手で行おう
とする意図の下に77)，さしあたり1952年度においては，上田，本名地点の
電源開発に着手しようとするものであった。それ故，東北地方の自治体や
産業界としても，当面，東北電力側のこの両地点における電源開発をバッ
クアップしてし、く必要があった。当時，東北地方の産業界が，こぞって，
東北電力側によるこの両地点の電源開発を支持していた様子は， 1952年9
月12日に，仙台市において開催された，通産省公益事業局主催の「上回，
本名両発電所新設に関する聴開会」からも窺われる。この中で述べられた
東北地方の産業界の意見をいくつか紹介しておきたい78L
0仙台地方鉄道協会「青森，岩手，宮城，福島4県16業者を代表して意
見を述べる。電気鉄道の輸送力は電気の割当量によって決定するo 東北
の交通，ことに積雪寒冷の東北交通を確保することは，東北のために絶
対に必要である。……東北電力に許可していただきたい」
0日本曹達側会津工場「工場では電気E鉛，電気鉛，合金鉄を製造し，
大量の電気を必要とするが，電力不足のため合金鉄の精錬は休止，電気
j 
J 
77) もちろん，当時，東北電力側も，電源開発勝の設立の動きをまったく視野
にいれていなかったわけではない。しかし，電源開発勝の性格が未だ明確では
ない段階においては，このような意志表示をしておくことによって，その後
の展開を少しでも自社に有利にしうるとの判断があったのである。そのこと
は，当時，東北電力側の副社長が，奥只見地点などについて「電源開発開発
公社の設立気運もあり将来だれが開発するようになるかは判らないが，当社
としては最後まで計画通りの工事を進めて開発後の主導権を握るよう努力し
たいJ(f河北新報J1950年1月1日)という談話を発表していることでも明
らかである。
78) 以下は，訟阪清作編著，前掲， 479-484ページから抜粋・要約したもので
ある。
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亜鉛，電気鉛等の製造も極度に圧縮しなければならない実情にある。渇
水時における制限はきびしく，将来の計画もたてにくし、。われわれ業界
のため，東北電力で計画中の上田，本名の発電所を早急に開発して，豊
富な電力を供給してほしし、」。
0日本水素工業側「硫安製造設備能力は非常に増大しているが，電力不
足のため昨年は8トン程度しか生産できなかった。主な原因は電力不足
にある。電源の早期開発を熱望する。……東北電力の大きな貯水式発電
所が必要である」。
0常磐炭鉱磐木工業所「東北電力の手で開発するのが自然の姿であると
思う。当地帯の鉱山は，温泉地帯に存在している関係上，大量の温水が
湧出し，その排水電力が必要であり，また坑内の温度を低下し，また爆
発性ガスを排出する換気用電力，保安用電力の確保が重大問題だが，遺
憾ながら産業用電力はもちろん命の網の保安用電力も十分確保できない
現状であるJ。
0東邦電化側日和田工場 f3千KWHの工場を新設し，索鉄金属元素を
製造しているが，電力供給の変動が多く，せっかくつくった設備を徒ら
に眠らせている始末だ。設備を活用するための電力がほしい。東北電力
が電力不足を緩和するため，発電所をつくっている。一日も早く完成し
てもらいたし、」。
0日本化学工業側郡山工場「郡山，三春に電気炉工場をもっているが，
東北に工場をもってきたのは，東北地方は低廉な電力を豊富に使えると
いうネライがあった。ところがζこ数年全国有数の電力県でありながら，
京浜その他の工場よりも虐待されているo東北電力で上回，本名を開発
し，東北各地に，豊富，低廉な電力を供給してほしし、」。
0呉羽化学工業側綿工場「工場は電力を主原料とする可性曹達をつくり，
またそれより塩化ビニールその他の化学薬品をつくっており，目下3万
アンペアの高圧高電流の電解槽を増設中である。これらの製品はわれわ
れの日常生活上必要かくべからざるものであるが，その増産はーにかか
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って電力にある。ところが現在の稼働率は電力不足のため60%にも満た
ない。電源開発の一日も速やかならんことを切望する。」
これらは東北産業界の意見の一部にすぎないものの，上田，本名両地点
における東北電力側の早期開発を切望している様子はリアルに伝わってく
るであろう。
むろん，福島県も東北産業界と同様の立場に立っていた。それが，東京
電力側の水利権許可取消しー東京電力側への水利権許可という行動となっ
てあらわれたわけである。
以上，要するに，福島県が， 1952年8月に，上回，本名両地点における
東京電力側の水利権許可取消し一東北電力側への許可という行動に踏み切
った主な理由の一つは， 9月からの電源開発勝の只見川上流域における電
源開発と電力事業運営に危機感を抱いたからであった。換言すれば，福島
県の行動は，そうした危機感から，少しでも状況を打開すべくとった，電
源開発紛に対するいわば「先制攻撃」だったのである。
(3)一定の成果をあげた「先制攻撃」
ところで，福島県の上述の如き行動は， 1958年8月であればまだ「電力
再々編成」体制による新方針が確立していないことから，政府としても電
力事業に関する従来の方針に依拠した対応をせざるをえないのではない
か，そしてそのような方針に従えば，むしろ上のような行動が容認される
のではないか，といった判断からなされたものであった。では，電力事業
に関する従来の政府の方針とはどのようなものであったのだろうか。
それは，次のような点に示されている。第1に， 1950年3月に，長年，
使用されず放置状態にある「遊休水利権Jを整理していたことである。こ
の方針に従えば， 1929年に東京発電側に許可して以来20数年間使用されな
かった，つまり電源開発が行われなか.った只見川上流域13カ地点の水利権
は「遊休水利権Jとみなされ，許可取消しゃ他社への移動がなされてもお
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かしくない状態にあった。第2に.1952年2月に，公共事業委員会を通し
て河川一貫運営の原則を打ち出していたことである。この方針に従えば，
日本発送電紛が所有していた只見川中流域の発電所を東北電力紛が継承す
ることが決定していたから，同川上流域の上田，本名両地点に関しでも，
東北電力紛が電源開発を行ってもおかしくなかった。第3に.1951年5月
の9電力会社の発足時に，東北7県の管轄を東北電力側に認めていたこと
である。同社の管轄下にはいうまでもなく只見川流域も含まれていた。
このように，政府の従来の方針には，福島県が，自己の行動を正統化す
るような材料が少なくなかったのである。とくに，第1の点に関する方針，
すなわち水力電源開発を早期推進のための障害になっていた「遊休水利権」
の整理とし、う方針に対しては，福島県は，すでに1950年12月の時点で，只
見川上流域13カ地点の取消しを政府に裏請していたから.1952年8月に再
度，政府の方針を忠実に実行したことを印象づけるものであった。
加えて，東京電力紛と東北電力側の2社を比較すれば，東北電力紛が只
見川上流域の電源開発の早期推進の現実的可能性をもっていることも，福
島県が東北電力側に水利権を許可したことの妥当性を政府に認めさせるの
に十分であった。
すなわち，東北電力側は，当時，只見川上流域の電源開発の早期開発を
推進するために不可欠であった，終戦直後から日本発送電側東北支庖が作
成した只見川上流域の電源開発に関する調査資料を問機関から譲渡されて
いた。したがって，技術的には，向上流域の一連の電源開発を行うことが
可能であった。一方，東京電力側は，その調査資料を入手で、きなかったこ
ともあって，すぐさま同川上流域の電源開発に着手しうる状態にはなかっ
た。つまり，水利権を実際に活用しうる状態にはなかったのである。この
ような状況にあったから，もし同川上流域の電源開発をすぐにでも行おう
とすれば，水利権の保有に関らず，東北電力側に任せるほかなかったので
ある。因みに，このことについては，裁判においても，被告である福島県
によって強調された。「東北電力は日発時代から六カ年にわたって只見川
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筋電源開発のために必要な調査を行い，係争地点の本名，上回両地点の下
流で多くの電源開発工事を進めており，多数の技術陣を動員できる。さら
に東北電力はすでに地元民の協力で，両地点の開発に必要な田畑山林の買
収などを行ってし、る。また建設用電力も容易に供給でき，既存の通信連絡
設備器具資料も直ちに使用できるが，東京電力はこれらの開発設備がなく，
開発のための新設が必要である」と79L
さて，福島県の1952年8月の行動はこのような状況判断に基づくもので
あったが，その判断は適切であったといえる。そのことは，東京電力側の
提出した仮処分請求(②)に対して， 8月21日に，政府が首相名で，福島
地裁に， iもし裁判所の命令によって福島県知事のなした本件行政処分の
執行が停止されるときは，……電源開発の早期開発を行い，電力の不足も
緩和して産業の振興を図らんとする現下の要請に応じえないことにもなっ
て公益上重大な支障を来す結果となる」という「異議申立書J80)を提出
したことに示されていたo 同地裁もこれを採用し， 9月1日，東京電力側
の仮処分請求を却下した。これによって，東北電力側の上回，本名両地点
における電源開発が容認されたのである。
(4)猪苗代電源の関東帰属に対する東北地方の反発
また，福島県がこのような行動に及んだ理由・動機としては，猪商代発
電所が東京電力側に帰属してしまったことに対する強い反発があったこと
も看過しではならないだろう。
明治時代から電源開発が行われてきた猪苗代湖地帯には， 15地点に，最
大出力39万KWの電力を発生させる発電所が存在し，発生電力の大半を関
東へ送電していた。これらの既設発電所の帰属をめぐる問題は， 1948年か
ら開始された「電力再編成」をめぐる動きの中で表面化した。前述のよう
79) 向上.72ページ。
80) 向上， 68ページ。
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に，この「電力再編成」は「電気事業の国家管理を廃止し，発電，送電及
び配電を行う各独立の事業体制を確立J(1950年1月に公布された「電気
事業再編成令」第1条)することを基本目標としていたが，この目標に沿
って関東と東北地方に「各独立の事業体制J(別々の電力会社)が確立し
た場合には，猪苗代湖地帯の一連の発電所が東北地方へ帰属する可能性が
あった。その場合，東北地方においては，当時の6県の全発電量88万KW
(最大出力)にこの地帯の発電量39万KWがプラスされることになり81)，
これの活用による図り知れない経済効果の発生が予想された。したがって，
東北地方としては，このような目標を徹底させること，すなわち電源を「属
地主義Jにたって帰属させることを主張した。しかし， r東京都民の生命
の灯Jといわれたこの地帯の電源を失うことにより大きなダメージを蒙る
ことになる関東は叫これに強く反発し，電源を電力需要に応じて帰属さ
せる「潮流主義Jの立場に立った。
この対立は， GHQの支援を受けて有力案として浮上してきた全国9プ
ロック分割案(いわゆる松永案)が，以下にみるように，猪苗代湖地帯発
電所の関東帰属を認める「潮流主義Jを採用していたことから，一層激化
した。すなわち，
「現在の配電地区によって九プロックに分割し，しかも水量発源の少
ない関東並に関西に対しては，地区外の東北，中部，北陸に存在する日
発の発送電を可及的同一河川に総合の上，電力の自然潮流に従い，例え
ば信濃)11，猪商代を関東地区に，木曾川本流，黒部川，庄川，神通川を
関西地区に属するように配分すれば，適正規模の点から見るも，電源と
主たる消費地とを直結し得る点からみても，将来本州各地聞の電力配分
が比較的均衡を得る点から言うも，…・・・技術と経済との調和を得る適切
な地区区分であるJ83)0 (傍点一引用者)
この案に対する東北地方の反対意見は次のようなものであった。
81) i河北新報J1950年7月10目。
82) 松阪清作編著，前掲， 295ページ。
83) 三宅晴輝著，前掲， 235ペー ジ。
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f9分割案にまとめたのはし巾、として，ここに東北6県として，聞きず
てにできないのは，現在の給電系統によって調整すると称し，当然東北ブ
ロッグにはいるべき福島県の猪苗代発電所の電源を関東プロックに編入し
てしまったことであるo これでは何のために分割したかわからなし、。……
立地条件が悪く，生産コストの高い東北地方の現状ならびに将来性から，
われわれは当然，猪首代電源を確保しなければならない。東北人は官民一
致して，猪首代電源を関東に渡しではならない。然ずんば東北産業は再び
白河以北百文の道を辿らざるをえないJ84)0 
この案に対しては，東北地方のみならず，豊富な電源を有する地方の多
くが反発した。これらの反発が如何に強いものであったかは，政府が， 1950
年4月に，第7国会で，この案を盛り込んだ電気事業再編成法案と公益事
業法案の成立を目指したものの，審議未了となったこと，さらに同年7月
の臨時国会への上程を断念せざるをえなかったことでも明らかであっ
?こ制。
しかしながら，こうした反発も結ばなかった。政府が臨時閣議を開催し，
「ぬき打ち的」に同年1月24日ポツダム政令で，電気事業再編成令と公益
事業令の公布を行ったからである邸Lこうして， 1951年5月の9電力会社
の発足時には，猪苗代湖地帯発電所は，東京電力舗に帰属したのである。
このような顛末であったから，只見川上流域の未開発電源の開発につい
ても，只見川上流の多くの地点の水利権が東京電力側へ帰属したこともあ
って，座視していれば，東京電力側に有利に展開していく恐れが多分にあ
った。そこで，福島県としては，只見川上流域の電源開発が本格化しよう
としている 8月とし、う時期に，東北地方に有利な状況をつくるべく何らか
84) r河北新報J1950年1月1目。
85) とくにこの反発は，臨時国会の開催を目前にした同年6月中旬頃に強くな
ってきたのであった。当時の新聞記事をみると， r東北唯一の電源地帯只見
川筋をはじめ猪苗代湖の発電地帯を含む福島，新潟県を関東地区に編入しよ
うとする新分断案に対する反対の声は6月中ころから東北7県下に果然表面
化してきたJ(r河北新報J1950年7月10日)とある。
86) (注)70彦照。
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の行動を起こさざるをえなかったので、ある。
さて，上述のように，福島県の1952年8月の「先制攻撃」は一定の成果
を東北地方にもたらした。しかしながら，この攻勢は長くは続かなかった。
9月に設立されその後本格的に活動を開始した電源開発紛が，ある意味で
は予想通り，只見川上流域の電源開発，とりわけ同川最上流域にある超大
規模電源(田子倉地点と奥只見地点の電源)の開発を関東に有利に推進し
ていったからである。以下，その経緯をみてみよう。
2. r三社協定」と r27万ポルト送電線計画」
( 1 )電力配分問題を欄上げした「三社協定」
電源開発紛は，発足直後頃から，同社とともに「電力再々編成」の一翼
を担っていた通産省，経済審議庁(1952年7月以前は経済安定本部)と協
力しあい，只見川流域における電源開発の早期推進を図るべく，地域間対
立の妥協案作成の作業を続ける一方，直接的交渉に乗りだすタイミングを
うかがっていた。しかし，水利権をめぐる裁判の進行に伴い地域間の対立
が一層激化する様相を呈する中では介入のタイミングを図りにくく，結局，
同年年度末(1953年3月)までは「一時見送り」とせざるをえなかっ
た87L
しかし，新年度に入って，当該年度の開発地点を決定する必要もあるこ
とから，やっと具体的な行動を開始した。 4月27日には，東北電力側と東
京電力側に呼びかけ，三社の首脳会談を実現させた。両電力会社に最初に
働きかけたのは，只見川上流の大規模電源の開発を電源開発側行うにして
も，実際には，それまで両電力会社が蓄積してきた当該地点に関する資料
の提供や両電力会社に所属している技術者の協力を受けざるをえなかった
87) 松阪清作編著，前掲， 133ペー ジ。
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からであるmL
その後t r三社会談Jはt 5月7日t 6月3日t 6月17日とたて続けに
行われた。そしてt 6月17日の会談終了後，次のような共同声明が発表さ
れた。
①東京電力側，東北電力舗は，電源開発紛が1953年度内の只見川筋回
子倉，奥只見両地点に着手するにつき，これに協力する。
②東京電力側及び東北電力側は各所有の調査資料を，東京電力側は水
利権を電源開発勝に提供する。
③電源開発紛が建設する只見川系発電所は同社の所有とし，その発生
電力は，東京電力側と東北電力側の負荷状況に応じて公平な配分を行
なうこ主について，政府の了解を得る。
④只見川の電源開発計画は本流沿いに樹立する回L
このほか，この共同芦明では発表されなかったものの，只見川開発のた
め両電力会社の従業員を電源開発鋤に出向させること，また上田，本名両
地点をめぐる係争は，両電力会社で友好的に解決することが合意され
た伺L
これがし、わゆる「三社協定J(あるいは「三社申合せJ)とよばれるもの
であるが，その大きな特徴は，第1に，上の項目の①②③の関連からわか
るように，東京電力側と東北電力側聞の電力配分問題の解決を当面棚上げ
しつつ，因子倉，奥只見の両地点の早期着工ということで合意したところ
にあった。第2に，上の項目の④から明らかなように，開発方式は“本流
案"を採用しているところにあったo
8) 因みに，電源開発鱒と電力会社の関係は，電源開発側の設立に際して交わ
された議論の中で.r特殊開発〔電顕開発側…・・・引用者〕は事業活動の面で
は民営の形態を採り機動的運営を行うことが可能であり，要は幹部の始動力
にまつべきで，特に既存の電力会社以下と見られるべき理由はないと考えら
れるJ(通産省公益事業局隅編成後の電力白書J(1953年3月， 104ページ)
とされていた。つまり，既設の電力会社の上位にある立場が確認されていた
のである。
89) 東京電力株式会社，前掲.323ペー ジ。
90) 向上.323ベー ジ。
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第2の特徴についてはNで検討することにして，ここでは第 1の特徴に
ついてもう少し立ち入ってみよう。これに関する疑問の一つは，なぜ両電
力会社が，管轄地域の要求に応えるためにも，また自社の経営基盤の安定
を図る上でも最重要ともいえる電力配分問題の解決を回避してまで，只見
川上流域の未開発電源の早期着工に合意したのかということである。協定
締結前の電力配分に関する両電力会社の主張は依然として平行線を辿った
ままであった。 5月7日の会談では「東北電力は， w地元優先を原則とし
て東北の後進性をとりもどすべきだ』と主張したのに対し，東京電力は『京
浜地区に送るべきだ』と譲らず，……J91)とし、う状態であり，また6月
3日の会談でも「東北電力では『電力配分などとんでもない話だ』と一笑
に付J92)すとし、う姿勢を崩していなかったのである。
それでも早期着工に同意しなければならなかった理由は唯一つ，このま
まの対立状態が続けば，因子倉，奥只見両地点をはじめとする只見川流域
の電源開発が大幅に遅れる可能性が現実化していたからにほかならない。
電源開発側は， 6月下旬に開催される予定の， 1953年度の発電所着工地
点を決定する電源開発調整審議会で因子倉，奥只見地点の開発を決定し，
ただちにそれらの発電所建設に着工することを基本方針としつつ叫同時
にそれまでに地域間の対立が何ら緩和しなければ，着工延期もやむをえな
いとも考え， r三社会談」のたびごとに「できれば5月中に関係者の意見
が具体的に一致するよう努める。 5月中にこれがまとまらないと，本年度
の着工は難しし、J94)， r 7月中に着工できなければ，只見川の開発は後ま
わしになろうJ95)とし、う発言を当社総裁が行っていた。全国諸地域にお
91) 松阪清作編著，前掲， 134ベー ジ。
92) r河北新報J1953年5月19日。
93) この頃までの電源開発悌の電源開発への取組みはスピーディであった。す
なわち， 1952年1月の「電源開発調整審議会」の決定にそって，同月のうち
に北上川流域の胆沢第一発電所に着工し，続けて翌1953年4月に天竜}I流域
の佐久間発電所， 5月に北上川流域の猿ヶ石発電所， 6月に十津川流域の西
吉野第一及び第二発電所と着工しさらに7月には石狩川流域の糠平発電所
にも着工予定であった(電源開発株式会社rIo年史J，10ページ)。
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いて自地域内電源の早期着工を要請する動きが一段と活発化している中に
あっては，いくらこの流域の大規模電源が今後の日本経済の立て直しに大
きな役割を果たすであろう重要地点とはし、ぇ，いつまでもここにこだわっ
ているわけにはL、かなかったのであるo このような事情から，電源開発勝
は，両電力会社に対して，早期着工か，それとも当分(少なくとも次年度
まで)延期かの選択を迫ったのである。
むろん，両電力会社にとっては，当分延期ともなれば，その分だけ，管
籍地域の経済・生活の発展に寄与できず，また自社の経営基盤の安定化も
遅れることになるわけであるから，やはり，即着工の方向を選択したので
ある。 L、うなれば，背に腹は変えられなかったのであるo こうして，とも
かく.も，電源開発側は，田子倉，奥只見両地点の発電所建設着工に，両電
力会社の協力を取付けることに成功したのである。
(2 )関東に有利に作成された r27万ボルト送電線計図」
次に一歩進めて，電源開発舗の「三社協定」成立後の活動に目を転じて
みよう。特に注目すべき活動としては，送配電事業への取組みがあげられ
る。電力配分をめぐる関東対東北地方の対立の帰趨を決定づけるほど重大
な意味をもっていたからである。
当該会社は，前述のように， r電源開発促進法」によって，発電事業(発
電所建設)のみならず，送配電事業にもタッチできることになっていた。
しかし「三社会談」開始以前においては，送配電事業を全く行なっていな
かった。また「三社協定」においても， r発生電力は，東京電力側と東北
電力側の負荷状況に応じて公平な配分を行なう」として，両電力会社聞の
電力配分問題に積極的に関与する姿勢をみせなかった。したがって，この
ような経緯からすれば，将来においても当該会社は大規模発電所の建設の
94) 95) 訟阪清作編著，前掲， 136ベージ。原出所は「福島民友J1953年5月
8目。
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みに専念し，発電所完成後の送配電事業については電力会社に任せるので
はなし、かと考える向きも少なくなかった96)。ところが，そうではなく，や
はり送配電事業をも行なう計画をたてていたのである。 r27万ボルト送電
線計画」がそれである。「三社協定」成立から 2カ月ほど経った1953年9
月上旬に公表された97L
この計画の内容をみてみよう。 27万ボルトの送電線は，わが国において
は，当時画期的な超高圧送電線であった。 1952年に関西電力紛がわが国最
初の27万ボルト送電線で新北陸幹線を建設していたものの，それ以外では，
当時においては15万ボルトが最高圧の送電線であった。一例をあげれば，
東京の膨大な電力需要を賄うベく建設された，猪苗代湖(福島県)，信濃
川流域(新潟県)，高瀬川流域(長野県)の各発電所と東京を繋ぐ送電線
も15万ボルトであった98L この高圧線が2倍近くになるわけであるから，
送電量も飛躍的に増大することは明らかであった。 27万ボルト送電線は，
田子倉，奥只見両発電所及び佐久開発電所から東京に繋がっており，これ
らの大規模発電所から東京に送電する意図で立案されていることは，誰の
目から見ても明らかであった。
この計画は，東京電力側が1953年5月頃から進めていた r27万ボルト外
輪系統」建設構想を前提にしたものであった。その構想、は次のようなもの
であった。
「① 当社の信濃川水系，電源開発側の只見川水系および佐久間発電所
の発生電力は，それぞれ27万ボルトで送電する。
96) 東北地方においても「田子倉，奥只見の如き大規模ダムを建設したならば，
電発(電源開発側……引用者)の能事終われりJ(f河北新報J1953年9月7
日)であり，発電所の完成後の配電事業，事業経営などは電力会社に任され
るのではないかとすら考えられていた。
97) 電源開発側がこのような計画をたてていたのが明らかになったのは1953年
9月上旬であったが，そのことを報じた新聞記事では，同社が「すでに2回
にわたって通産省に原案を説明しているJ(f河北新報」同年9月7日)とさ
れているから，かなり前から，恐らくは同年6月23日に開催された「電源開
発調整審議会」直後から，検討作業が開始されていたものと思われる。
98) 東京電力株式会社，前掲t 355ペー ジ。
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② これらの電源送電線を相互に連系し，京浜地区を半円状に囲む千
葉火力から横須賀火力に至る27万ボルト外輪系統を構成する。
③ この外輪線には，東東京，北東京，中東京，南東京(後の京浜)
などの27万ボルト変電所を新設して，京浜葉地区の電力供給拠点と
する。
④ 既設の15万ボルト系統は，新設の27万ボルト変電所ごとにプロッ
ク化して，従来の6万ボルト内輪線は切断する。J99) 
みられるように，この構想の主な特徴は，電源開発紛が建設する予定の，
只見川上流域の田子倉・奥只見両発電所と佐久間発電所からの27万ボルト
の送電線に，東京電力側が建設する.r京浜葉」を結ぶ総延長230キロメー
トルの27万ボルトの受配電システムに結び付け100). それによって現状の
15万ボルト送配電システム101)に代わる送配電システムを構築するところ
にあった(因みに，この構想の輪郭は，それがほぼ実現した頃の状況を示
した図一 7によって，一層よく理解できるであろう)。いうまでもなく，
その目的は.r京浜」地区を中心とする地域の今後の電力需要増加に対応
することであった。
99) 向上， 357ベー ジ。
100) この構想は.1965年頃までにほぼ実現したが，それに至るまでの頃まで
の過程は，東京電力株式会社『東京電力三十年史』によれば，次のようであ
った。昭和 r31年4月に電源開発勝の27万ボルトの佐久間東幹線(佐久間発
電所ー西東京変電所間)が建設され.34年5月には，因子倉，奥只見などの
只見川系発電所と西東京変電所とを結ぶ27万ボルトの只見幹線が完成し，只
見川系と佐久間系の水力電療が27万ボルトによって連系された。これととも
に，同年5月，電源開発側の南川越変電所と当社中東京変電所聞を当社27万
ボルトの南川越線で結び.27万ボルト系統は飛躍的に拡大した。 /35年1月
には.27万ボルト設計.15万ボルト運転の信濃川発電所ー中東京変電所聞の
西東京幹線を27万ボルトに昇圧し(同時に中東京幹線と名称変更).さらに
翌36年1月，中東京幹線を因子倉発電所まで延長することにより，当社と東
北電力聞の連系が強化された。/また，当社の27万ボルト外輪線には，拠点
変電所として34年以降北東京，南東京(後の京浜).東東京各変電所を逐次
建設し，さらに，沼津方面の拠点として，電源開発鱒佐久間東幹線から分岐し
た東宮士変電所を建設したJ(358-359ページ./は引用者が付した改行印)。
101) このシステムに関する図は，東京電力株式会社，前掲I 356ページに掲載
されている。
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図ー 7 27万ボルト系統発展の推移
1968年度
(資料)東京電力株式会社『東京電力三十年史J(1983年3月)， 359ペー ジ。
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復興期における只見川電源帰属問題と東北開発(上)
要するに，電源開発紛の f27万ボルト送電線計画」は，当該会社が東京
電力側と一体となって，因子倉・奥只見両発電所と佐久開発電所で発生す
る大量の電力を，当時躍進著しい重化学工業の集積地帯である京浜工業地
帯を中心とする地域へ送り込もうとする計画だったのである。
この計画が発表されたことによって，東北電力側・東北住民は，二重の
意味で大きな衝撃を受けた。一つは，電源開発紛があまりに急に“変身"
したことである。前述のように，電源開発側は.f三社会談」開始前には
送配電事業に進出する動きを全くしていなかったし.f三社会談」の過程
でも，両電力会社の電力配分をめぐる対立には介入しない，いわば中立的
姿勢をみせていた。それが.f三社協定」締結後かくも早く，しかも東京
電力側に有利な送電計画の発表ということになったのであるから，東北電
力側・東北住民としては「寝耳に水」ともいえる驚きであった。もう一つ
は.f27万ボルト送電線計画」の内容そのものである。この計画がそのま
ま実施されれば，東北電力側の電力需給計画に大きな狂いが生じることは
もちろん，東北地方の産業発展構想が画餅に帰す恐れがあった102Lかく
て，東北電力側・東北住民は，電源開発紛の姿勢変化に反発するとともに，
この計画に対してrlr東北を殺す開発公社案』として非難の声をあげJI03)
たのである。
102) 1953年9月23日の「河北新報」は.r因子倉上流の発電所から出る電力は
全部東京，中部方面に送電され，東北は 1キロの電力も利用でき」ないこと
に強い危機感を表明し，具体的には，次のようなダメー訟を将来東北地方が
蒙ることを指摘している。 r5百キロ以上の専用線をもっ大口工場の31年度
の需要量からみると21年度の年間総量約24億キロワット時に対し，カーパイ
ド工業16億，電気金属精錬工業31億，電解工業6憶など約50億キロワット時
の需要増加を必要とし，因子倉の年開発生電力量5億2千キロワット時だけ
では焼石に水で.奥只見の4億キロワット時を加えてもまだまだたらず，只
見川の全電力が東北地方に回されなければ東北の産業計画は挫折し，東北地
方は永久に後進地方としてとり残されることになる。J
103) r河北新報J1953年9月9目。また.r東北電力側の従来の主張と根本的
に対立することが明らかになった，……十数度にわたって聞かれた三社会談
も窺極の電力配分問題はタナ上げにして当座をこ塗していたという欠陥がこ
こにきて完全に暴露されたJ(同)とも述べている。
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